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1 一般事務処理関係について 

(１)労働保険事務組合に関する処理について 

ア 徴収・納付状況報告書 

事務組合は、母体団体の総会等の議決機関において労働保険料、追徴金、延滞金並びに一

般拠出金（以下「労働保険料等」という。）の徴収・納付状況を報告するとともに、委託事業

主に通知します。 

承認を受けた「徴収・納付状況報告書」は、総会等の議案書及び議事録とともに（それぞ

れ２部用意）、管轄公共職業安定所長（監督署所掌事務組合にあっては管轄労働基準監督署長）

を経由して労働局長に提出します。 

なお、北海道労働局のホームページ（http://hokkaido-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/h

ourei_seido_tetsuzuki/roudou_hoken/osirase31.html）に様式・記載例等がありますので、

ご利用ください。 

イ 労働保険事務組合認可申請書記載事項等変更届 

「労働保険事務組合認可申請書」の記載事項（⑥～⑪欄を除く）及びその添付書類（定款、

事務処理規約等）に変更があったときは、変更のあった日の翌日から起算して１４日以内に、

労働保険事務組合認可申請書記載事項等変更届に確認資料を添付して管轄公共職業安定所長

（監督署所掌事務組合にあっては管轄労働基準監督署長）を経由して労働局長に提出します。 

届出書類 届出先 提出期限 備考

徴収・納付状況報告書
総会等議決後すみや
かに

総会等の議案書及び議事録
と共に提出

記載事項等変更届
変更のあった日の翌日
から起算して１４日以
内

変更がわかる確認資料(写し
可)を添付して提出
（他に労働局より提出の指示
があった書類）

事務組合管轄安定所

（労災のみの労働保険
事務を処理する場合は
事務組合管轄監督署）

 

(２)労働保険適用のしくみ 

労働保険は、労働者（パートタイマー、アルバイトを含む）を一人でも雇用していれば、

業種・規模の如何を問わず労働保険が適用され、その事業が開始された日または適用事業

に該当するに至った日に、事業主の意思にかかわりなく法律上当然に保険関係が成立する

ことになります。これを適用事業といいます。 

ただし、農林水産業の一部の事業では労災保険または労働保険の適用が除外されていま

す。これを暫定任意適用事業といいます。 

暫定任意適用事業については、労働保険に加入するかどうかを、事業主の意思または当

該事業に使用されている労働者の意思に任されている事業をいい、事業主が任意加入の申

請をし、認可があった日にその事業について保険関係が成立することになります。 

http://hokkaido-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudou_hoken/osirase31.html
http://hokkaido-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudou_hoken/osirase31.html
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ア 労働保険の暫定任意適用事業 

暫定任意適用事業の具体的な範囲は、次の（ア）〜（ウ）に掲げる事業です。 

 

（ア） 民間の個人経営の農業の事業であって、５人未満の労働者を使用するもの。 

（イ） 民間の個人経営の漁業の事業であって、５人未満の労働者を使用するもの。 

（ウ） 民間の個人経営の林業の事業であって、労働者を常時は使用せず、かつ１年以内の

期間において使用労働者延人員が３００人未満のもの。 

 

ただし、上記に該当する事業であっても、以下のものについては暫定任意適用事業とはさ

れず、適用事業となります。 

 （ア）、（イ）のうち特定危険有害作業を行う事業であって、常時労働者を使用するもの。 

 (ア)のうち特定農業機械作業従事者、一定の危険有害作業を行う一定規模以上の農業

の個人事業主等が特別加入した場合における当該事業。 

 (イ)のうち総トン数５トン以上の漁船による事業であって、河川、湖沼及び特定の水

面以外の場所で主として操業するもの。 

つまり、暫定任意適用事業とされている事業は、農林水産の事業のうち、「業務災害の発生

のおそれが多いものとして厚生労働大臣が定める事業」を除き、原則として労働者数５人未

満の個人経営の事業です。 

 

イ 事業の適用単位 

労働保険は、事業を単位として適用されます。ここでいう事業とは、一つの経営組織とし

て独立性をもったもの、つまり、一定の場所において一定の組織のもとに有機的に相関連し

て行われる一体的な経営活動がこれに当たります。 

従って、事業とは、経営上一体をなす本店、支店、工場等を総合した企業そのものを指す

のではなく、個々の本店、支店、工場、鉱山、事務所のように一つの経営組織として独立性

をもった経営体ということになります。 

一般に、一つの事業であるか否かは場所的見地から決定することができ、同一場所にある

ものは原則として分割することなく一つの事業とし、場所的に分離されているものは別個の

事業として取り扱うことになります。 

すなわち、一つの事業として取り扱うか否かは、次の見地から判断されます。 

 

(ア) 場所的に他の事業場から独立しているかどうか。 

(イ) 組織的に一つの単位体をなし、経理、人事、経営（業務）上の指揮監督、作業工程に

おいて独立性があるかどうか。 

(ウ) 施設として相当期間継続性を有するかどうか。 

 

しかし、同一場所にあっても、経営組織上二つ以上の部門に区分することができる場合は、

それらの各部門をそれぞれ独立した事業として取り扱うことになっています。 

逆に、場所的に分散しているものであっても、出張所、支店等で規模が小さく、その上部

機関等との組織的関連ないし事務能力からみて一つの事業という程度の独立性がないものに

ついては、直近上位の組織に包括して全体を一つの事業として取り扱うことになります。 
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ウ 適用除外 

     適用除外となる事業または人については、労災・雇用両保険に係る保険関係ごとに異なります。 

(ア) 労災保険の適用除外 

国の直営事業及び非現業の官公署 

（イ）雇用保険の適用除外 

a ６５歳に達した日以後に雇用される者(平成２９年１月１日～雇用保険法改正) 

b 一週間の所定労働時間が２０時間未満である者（日雇労働被保険者に該当する者

を除く） 

c 同一の事業主に継続して３１日以上雇用されることが見込まれない者 

d 季節的に雇用されるものであって、４ヶ月以内の期間を定めて雇用される者また

は１週間の所定労働時間が３０時間未満である者 

e 昼間学生 

f 船員法第１条に規定する船員であって、漁船（政令に定めるものに限る）に乗り

込むため雇用される者（１年を通じて雇用される場合を除く） 

g 国、都道府県、市町村その他これらに準ずるものの事業に雇用される者のうち、

離職した場合に、他の法令等に基づいて支給を受けるべき諸給与の内容が、求職

者給付及び就職促進給付の内容を超えると認められる者であって、厚生労働省令

で定めるもの 

 

エ 一元適用事業及び二元適用事業 

(ア)  一元適用事業とは、労災保険に係る保険関係と、雇用保険に係る保険関係との双方を   

一の事業についての保険関係として取扱い、一般保険料の算定、徴収等を両保険につ

き一元的に処理する事業をいいます。 

(イ) 二元適用事業とは、労災保険と雇用保険の間で適用労働者の範囲が異なること、事業

の適用単位を統一しがたい実情にあること等、適用上区別して扱うべき事業があるた

め、それぞれの保険関係を別個に二つの事業とみなして取扱い、労働保険料の算定、

納付等の事務は、この二つの事業ごとに処理する事業をいいます。具体的には以下の

ａからｅの事業が該当します。 

a 都道府県及び市町村の行う事業 

b 都道府県に準ずるもの及び市町村に準ずる者の行う事業 

c 船内荷役、はしけ運送、沿岸荷役等港湾労働法第２条第２号の港湾運送の行為を

行う事業 

d 農林水産の事業（雇用保険法附則第２条第１項各号に掲げる事業） 

e 建設の事業  

 

オ 継続事業の一括について 

労災保険の保険関係は、個々の適用事業単位に成立するのが原則ですから、一つの会社で

も、支店や営業所ごとに数個の保険関係が成立することがあります。 

しかし、一定の要件を満たす継続事業については、これら複数の保険関係を厚生労働大臣

が指定した一つの事業において、まとめて処理することができます。これを「継続事業の一

括」と呼んでいます。 

この継続事業の一括は、事業主の申請に基づく厚生労働大臣の認可が必要です。 
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（ア）一括の要件 

継続事業の事業主が、保険関係が成立している２以上の事業について継続事業の一

括をしようとするときは、それぞれの事業が、次のすべての要件に該当していなけれ

ばなりません。 

a  継続事業であること 

b  指定事業と被一括事業の事業主が同一であること 

c  一括の認可を受けようとするそれぞれの事業が、次の（ａ）〜（ｃ）までのいずれ

か一つに該当すること 

(a) 労災保険に係る保険関係が成立している事業のうち二元適用事業 

(b) 雇用保険に係る保険関係が成立している事業のうち二元適用事業 

(c) 一元適用事業であって、労災保険及び雇用保険の両保険にかかる保険関係が

成立しているもの 

d  それぞれの事業について「労災保険率表」による「事業の種類」が同じであること。

また、継続事業の一括の認可を受けるための具体的要件として、次の各要件が具備

されている必要があります 

(a) 指定事業において、被一括事業の使用労働者数及び労働者に支払われる賃金

の明細の把握ができていること 

(b) 労働保険事務を円滑に処理する事務能力を有していること 

(c) それぞれの事業について、従来から保険料の申告及び納付等が適正に行われ

ていること 

（イ）一括の効果 

一括申請が認可されると、厚生労働大臣が指定した事業（指定事業といいます）に

保険関係がまとめられ、その他の事業についての保険関係は消滅します。指定事業に

おいては、事業規模が拡大することとなるので、増加概算保険料の申告及び納付の手

続きを要する場合があり、一方、消滅した事業については確定精算の手続きが必要と

なります。 

なお、一括されたそれぞれの事業の労働者に係る労災保険給付の事務等は、その労

働者の属する被一括事業の所在地を管轄する監督署長が行うこととなります。 

（ウ）申請手続き 

継続事業の一括を受けようとする事業主は、「継続事業一括認可・追加・取消申請

書」を、指定事業を管轄する監督署長又は安定所長を経由して、労働局長へ提出する

こととなっています。（保険関係成立届と同じです。） 

継続事業の一括の申請を受けた労働局長は、その申請に対する認可又は不認可の通

知を行います。 

また、初めて継続事業の一括を申請する場合で、一括しようとする事業が新たに開

始されたものである場合は、「保険関係成立届」（暫定任意適用事業である場合は、「任

意加入申請書」）を、その一括されるべき事務組合の所在地を管轄する監督署長（所

掌1分）又は、事業場の所在地を管轄する安定所長（所掌3分）を経由して、労働局

長に提出してください（指定事業及び被一括事業分それぞれ必要です）。 

なお、継続事業の一括を申請する時点ですでに保険関係が成立している事業につい

ては「保険関係成立届」（「任意加入申請書」）は必要としません。 
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（エ）一括されている事業の名称、所在地、労働保険番号を変えた場合 

指定を受けた事業以外の事業の名称又は当該事業の行われる場所に変更があった

ときは、遅滞なく「継続事業一括変更申請書/継続被一括事業名称・所在地変更届」

を、指定事業の所轄の労働局長に提出することになります。 

 

継続事業の一括〔図解〕 〔組織図〕

(労災保険率による事業の種類が同じ）

甲会社

本社 Ａ支社 Ｂ支社

指定事業 被一括事業 被一括事業 指定事業

継続事業の一括 継続事業の一括
(労災保険率による事業の種類が同じ）

Ｃ工場 Ｄ工場

被一括事業

   

カ 労働保険と船員保険の統合について 

平成２２年１月１日から、船員保険制度の職務上疾病・年金部門が労災保険と、失業部門が

雇用保険と統合されました。この統合により、船員法第１条で規定する「船員」が雇用される

事業が労働保険の保険料の徴収等に関する法律（以下「徴収法」という）の適用を受けること

になります。 

このため、以前は船員保険で成立していた保険関係が、平成２２年１月１日以降は船員雇用

事業として労働保険で保険関係を成立させることとなります。 

(ア) 事業の種類について 

船員雇用事業は業種番号「９０」として新設され、その事業の種類は以下のとおり

です。 

      ９００１・・・・・・水産動植物の採捕又は養殖の事業 

      ９００２，９００４・外航若しくは内航の旅客運送事業 

      ９００３，９００５・外航若しくは内航の貨物運送事業 

      ９００６・・・・・・・その他の船舶所有者の事業（調査研究、沈没船の引揚げ、船内売店等） 

(イ) 適用関係について 

船員雇用事業は一元の継続事業として保険関係を成立させてください。 

(ウ) 労働保険番号の取扱いについて 

船員雇用事業は一元の継続事業として成立するため、末尾０で成立させることにな

ります。しかし、他の業種と区分して取り扱うことから、「９２万台」の基幹番号を船

員雇用事業専用の番号として使用することになります。 

従って、すでに末尾０の保険番号を付与されている事務組合であっても、船員雇用

事業の委託を新規に受ける場合は、新たに「９２万台」の基幹番号の付与を受ける必

要があります。「基幹番号追加付与願」により追加付与の手続きをしてください。 
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また、所掌の変更を伴う場合には、「認可申請書記載事項等変更届」をあわせて提出

してください。 

（エ） 免除対象高齢労働者 

旧船員保険制度においては、適用除外年齢が６０歳以上の者であったのに対して、

雇用保険の適用除外年齢は保険年度の初日に６４歳以上の者であることから、雇用保

険法附則に経過措置を設け、段階的に適用除外年齢を引き上げることとしています。 

 

年度更新 免除年度 年 齢 生年月日 

H３０年度 

平成２９年度（確定）から免除 満６３歳以上 昭和２９年４月１日までに生まれた者 

平成３０年度（概算）から免除 満６４歳以上 昭和２９年４月１日までに生まれた者 

H３１年度 

平成３０年度（確定）から免除 満６４歳以上 昭和２９年４月１日までに生まれた者 

平成３１年度（概算）から免除 満６４歳以上 昭和３０年４月１日までに生まれた者 
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(３)労災保険の特別加入制度について 

ア 特別加入制度の概要 
労災保険は、事業に使用される労働者の保護を目的とする制度ですから、事業主、自営

業者、家族従事者その他労働者でない者の災害は、本来ならば労災保険の保護の対象には

なりません。また、労災保険法の適用については、法律の適用原則として属地主義がとら

れており、海外の事業場に派遣された者の災害は日本国内の労災保険保護の対象とならな

いとされています。 

しかしながら、中小事業主、自営業者、家族従事者などの中には労働者と同様の作業を

しており、作業の実態や災害の発生状況などからみて、労働者に準じて保護するにふさわ

しい者がいます。また、海外の事業場に派遣された者についても、海外の保険制度の適用

範囲や給付内容が十分でないために、我が国の労災保険による保護が必要な者がいます。 

そこで、これらの者に対しても、制度本来の建前を損なわない範囲で特別に任意に加入

することを認め、一定の要件を充たす災害について、保険給付を行うこととしています。

これを労災保険の「特別加入制度」といい、特別加入を認める者の範囲を次のとおり定め

ています。 

(ア) 労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託する中小事業主 

(イ) (ア)の中小事業主が行う事業に従事する労働者以外の者 

(ウ) 常態として労働者を使用しないで土木・建築その他一定の事業を行う一人親方その他

の自営業者 

(エ) (ウ)の一人親方その他の自営業者が行う事業に従事する労働者以外の者 

(オ) 指定農業機械を使用する農作業従事者、特定農作業従事者、労働組合等の常勤役員と

して一定の作業に従事する者、危険有害物を取り扱う家内労働者、介護作業従事者そ

の他の特定作業従事者 

(カ) 国内の団体又は事業から、海外において行われる事業に従事するために派遣される海

外派遣者 

 

  中小事業主等の特別加入 

(ア)  特別加入者の範囲 

特別加入をすることができる中小事業主（事業主が法人その他の団体であるときは

その代表者）は、労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託する者に限られてい

ます。 

a 中小事業主には、年間を通じて労働者を１人以上使用する場合はもちろん、労働

者を使用する日の合計が、年間１００日以上となることが見込まれる場合も含ま

れます。 

b 数次の請負による建設の事業の下請事業を行う事業主も、中小事業主等の特別加

入の「事業主」として取り扱われます。この場合、当該事業主が自ら行う建設工

事について、一括有期事業の保険関係が成立していることを要します。また事務

所に労働者がいないため、一括有期事業に係る保険関係のみ成立し、中小事業主

等の特別加入をしている者は、事務所に係る業務災害についても当該特別加入に

より給付を受けられる場合があります。 
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c 中小事業主の特別加入は、労働者に係る保険関係に組み込まれることによって行

われるので、２以上の事業を行っている中小事業主がこれらの全ての事業に特別

加入しようとするときは、原則としてそれぞれの事業ごとに、成立している保険

関係に基づいて全て特別加入しなければなりません。 

d 中小事業主が行う事業に従事する者も特別加入できます。これらの者とは労働者

以外の者で、その事業に常態として従事している家族従事者や中小事業主が法人

その他団体である場合における代表者以外の役員などをいいます。 

(イ)  中小事業主等の特別加入の申請手続 

特別加入するには、「特別加入申請書（中小事業主等）(様式第３４号の７)」を管轄

の労働基準監督署長を経由して労働局長に提出し、その承認を受けることが必要で

す。この事務処理は、事務組合を通じて行うことになります。この加入申請は、中

小事業主とその事業に常態として従事している家族従事者、または前述した法人の

場合の役員（労働者以外の者）がいるときはそれらの者全員を包括して加入申請しな

ければなりません。 

ただし、病気などの理由により就業実態のない事業主については、加入申請書に

「理由書（最終ページ参照）」を添付することにより、自らを包括加入の対象から

除外することができます。 

なお、特別加入の加入申請に対する労働局長の承認については、当該加入申請の

日の翌日から起算して３０日の範囲内において申請者が加入を希望する日が承認

年月日となります（任意加入ですので遡及して承認することはできません）。 

a  特別加入申請書の記載の注意 

(a) 「特別加入予定者の氏名」欄には、中小事業主とともに包括加入しなければ

ならない家族従事者又は役員などの氏名をすべて記載します。 

記載の際には該当者の「氏名フリガナ」及び「生年月日（和暦）」を必ず記

載してください。 

(b) 「業務の内容」欄には、特別加入者の行う業務の具体的内容、使用労働者の

所定労働時間及び休憩時間を記載します。 

「除染作業」の有無も必ず記載してください。 

なお、事業主の立場で行われる事業主本来の業務（例えば・・・役員会への

出席、経営全般等）は特別加入の対象外業務のため、記載しないでください。 

(c) 「希望する給付基礎日額」欄には、特別加入保険料算定基礎額表の中から給

付基礎日額を決めて記載します。この給付基礎日額は労働保険料を算定する

場合や保険給付を受ける場合の基礎となるものですから、特別加入者の収入

等に相応した額を選択して記載します。 

「従事する特定業務」欄は、必ず該当する項目に○を付けてください。 

特定業務に該当する場合は「業務歴」欄に必要事項を必ず記載し、該当しな

い場合は斜線を引いてください。 

b  特別加入前に健康診断が必要な場合 

特別加入を希望する「中小事業主」や「中小事業主が行う事業に従事する者

（労働者以外の者）」（以下「中小事業主等」といいます）については、次頁の特別

加入予定業務の種類ごとに定められた従事期間を超えて従事したことがある

場合には、特別加入前に健康診断を受ける必要があります（申請書には、具体的

な工具名や有機溶剤の材料名を記載してください）。 
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※業務歴において「粉じん作業」とは、じん肺法施行規則第２条別表で定められて

いる作業を示しています。 

(ウ)  特別加入の承認基準 

中小事業主の特別加入は、次のすべての基準に合致することが必要です。 

a  その事業について保険関係が成立していること。 

b  その事業に係る労働保険事務が事務組合に委託されていること。 

c  常時３００人（金融業、保険業、不動産業又は小売業の場合は５０人、卸売業又はサービ

ス業の場合は１００人）以下の労働者を使用する事業主であり、労働者を使用する日

の合計が、年間１００日以上となることが見込まれること。 

d  特別加入申請書の「業務の内容」欄に、従事する業務の具体的内容及び使用労働者

の所定労働時間が記載されていること。 

(エ)  特別加入後の変更 

特別加入承認後、次の事項に変更があったときは、「特別加入に関する変更届(様

式第３４号の８)」を遅滞なく管轄の労働基準監督署長を経由して労働局長に提出し

なければなりません。 

なお、変更決定年月日については、当該届出の日の翌日から起算して３０日の範

囲内の変更を希望する日となります。 

a  事業主の氏名、事業主の行う事業に従事する者の氏名 

b  従事する業務または作業の内容 

c  事業主と事業主の行う事業に従事するものとの関係 

d  新たに事業主または事業主の行う事業に従事する者となった者があるとき 

e  事業主または事業主の行う事業に従事する者でなくなったとき 

(オ)  特別加入の取消し等 

a 「事業廃止による委託解除、死亡、離職」などにより特別加入者が特別加入者と

しての条件に該当しなくなった場合、その事業に係る特別加入者の地位が自動的

に消滅します。また、保険料は消滅した当該月まで負担することになります。 

なお、委託解除以外の事由による特別加入者の異動（自動消滅）については、

「特別加入に関する変更届」の提出が必要です。この場合、“異動年月日”と“変

更決定を希望する日”は、その事由が発生した日となります。 

また、“自動消滅”による遡及脱退の場合、その事由を確認できる書類を必ず添

付願います。なお、書類の添付がない場合、自動消滅たる事由の確認ができない

ため、労働基準監督署で受付をした翌日の属する月までの保険料を負担していた

だくことになります。 

 

 

　特別加入前に左記の業務に

　従事した期間（通算期間）

1 粉じん作業を行う業務 ３　年

3 身体に振動を与える業務 １　年

5 鉛業務 ６ヶ月

7 有機・特別有機溶剤業務 ６ヶ月

特別加入予定の業務の種類
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b  自動消滅以外の理由（経済的事情や不要となった等）で、その事業に係る特別加

入者全員が脱退しようとするときは、「特別加入脱退申請書(様式第３４号の８)」

を提出し、承認を受ける必要があります。この場合の遡及脱退は認められていま

せんので特にご留意願います。 

保険料は、脱退申請の承認月日（労働基準監督署の受付日から起算して３０日以内）

の属する月までの分を負担する必要があります。 

（カ）委託する事務組合の変更 

 特別加入者である中小事業主が委託先の変更を行う場合であって、旧事務組合を

委託解除した日の翌日に新事務組合への委託を開始するときは、旧事務組合を委託

解除した日をもって特別加入から脱退することを希望する場合を除き、特別加入者

の地位は継続されます。なお、地位の継続は同一内容の場合に限られ、内容が変更

される場合は改めて加入し直しとなります。 

 新事務組合でも引き続き特別加入の継続を希望する場合には、「保険関係成立届

（事務処理委託届）」を提出する際に、保険関係成立届の下部余白部分に「委託換え 

特別加入継続希望」と朱書きのうえ、旧事務組合から発行される「労働保険事務委

託解除通知書（組様式第１１号）」の写しを添付してください。 

 なお、この場合には事務処理委託開始後１０日以内に保険関係成立届の提出が必

要となります。 

 一人親方等の特別加入 

(ア)  特別加入者の範囲 

特別加入をすることができる一人親方、その他の自営業者は、次に掲げる種類の事業

を、常態として労働者を使用しないで行う者に限られています。 

a 自動車を使用して行う旅客又は貨物の運送の事業 

b 建設の事業（土木、建築その他の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは解体又

はその準備の事業） 

※「大工、とび、左官」などのいわゆる一人親方をいいますが、特に職種は限定

していません。 

c 漁船による水産動植物の採捕の事業 

d 林業の事業 

e 医薬品の配置販売の事業（北海道に当該事業による特別加入団体はありません） 

f 再生資源取り扱いの事業 

一人親方その他の自営事業者の特別加入については、前述のとおり「常態として労

働者を使用しない」で事業を行うものであることが必要であり、労働者を使用する日

の合計が年間１００日以上と見込まれる者は、一人親方その他の自営業者としては特

別加入が認められません。 

なお、一人親方その他の自営業者が行う事業に従事する者、すなわち労働者以外の

者で、その事業に従事している家族従事者も特別加入できます。 

(イ)  一人親方等の特別加入の申請手続 

一人親方等の特別加入については、 中小事業主等の特別加入の場合と異なり、労

働者についての保険関係がありませんので、一人親方等の特別加入団体を適用事業及

びその代表者を事業主とみなし、その団体の構成員である一人親方等をその団体に使

用される労働者とみなして、適用事業の保険関係と同様に取り扱われます。この場合、

当該団体は、すべて継続事業として取り扱われます。 
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a  特別加入にあたっての前提要件 

(a) 団体の構成員であること 

一人親方等が所属する団体が加入単位となります。一人親方等の団体が法人で

あるか任意の団体であるかは問いません。団体は、特別加入が認められますと、

事業主とみなされ保険料の納付など、一切の労働保険事務を処理することになり

ます。 

(b) 特別加入前の健康診断 

「中小事業主等の特別加入」と同様です。 

b  特別加入のための申請手続 

(a) 加入するためには、一人親方等の団体が「特別加入申請書（一人親方等）(様式第

３４号の１０)」を所轄の労働基準監督署長を経由して労働局長に提出し、その承

認を受けることが必要です。本来は、当該団体が承認申請をするのですが、労働

保険事務の処理を事務組合に委託している際の事務処理は、事務組合を通じて行

うことになります。この場合の提出先は、事務組合の主たる所在地を管轄する労

働基準監督署長になります。 

なお、特別加入申請に対する労働局長の承認年月日については、当該加入申請

の日の翌日から起算して３０日の範囲内の申請者が加入を希望する日となります。 

(b) 一人親方の特別加入内容に変更が生じた場合は、「特別加入に関する変更届(様式

第３４号の８)」により、変更承認を受けることになります。 

c  特別加入申請書等の記載に当たっての注意 

「特別加入申請書」に記載する事項の「特別加入予定者の氏名（フリガナ）・生

年月日」欄、「除染作業の有無、従事する特定業務」欄、「希望する給付基礎日額」

欄などは、中小事業主等の場合と同様です。 

なお、「業務又は作業の内容」欄については、具体的に記載することが必要です。 

(ウ)  特別加入承認の取消し等 

a  「事業廃止、死亡、役員退任、特別加入団体の構成員ではなくなった」等特別加

入者としての条件に該当しなくなった場合、特別加入者として救済すべき事由が発

生し得なくなったことにより、特別加入者の地位が自動的に消滅します。また、保

険料は消滅した当該月まで負担することになります。 

なお、中小事業主等の場合と同じく、委託解除以外の事由による特別加入者の異

動（自動消滅）については、「特別加入に関する変更届(様式第３４号の８)」の提出

が必要です。この場合、“異動年月日”と“変更決定を希望する日”は、その事由が

発生した日となります。 

また、“自動消滅”による遡及脱退の場合、その事由を確認できる書類を必ず添付

願います。 

なお、書類の添付がない場合、自動消滅たる事由の確認ができないため、労働基

準監督署で受付をした翌日の属する月までの保険料負担をしていただくことにな

ります。 

b  自動消滅以外の理由（経済的理由や必要がなくなった等）であっても「特別加入に関

する変更届(様式第３４号の８)」の提出が必要となります。保険料は、脱退申請の承

認月日（監督署受付の日から起算して３０日以内）の属する月までの分を負担する必要

があります。 

  この場合の遡及脱退は認められていませんので、特にご留意願います。 

 



 14 

(エ)  一人親方等の加入団体の承認基準（新たな加入団体をつくる場合） 

次のすべての基準に合致することが必要です。 

a 加入申請をする団体は、一人親方その他の自営業者の相当数を構成員とするもの

であること。 

b 構成員の範囲、構成員たる地位の得喪の手続等が明確であること。その他団体の

組織運営方法などが整備されていること（団体は、法人でも任意団体でもかまわな

い。） 

c 労働保険事務処理の行為が、その団体の定款、規約などで規定されている事業目

的、内容から正当なものと認められること。 

d その団体の事務体制、財務内容からみて、労働保険事務を確実に処理する能力が

あること。 

e その団体の地区が、団体の主たる事務所の所在地を中心にした、徴収法施行規則

第６条第２項第４号に定める区域を越えないものであること。 

f 「特別加入申請書」の「業務又は作業の内容」欄が、特別加入できる業務の範囲

内において、各人の業務又は作業の具体的内容を明らかにするものであること。 

g 業務災害の防止に関する規定が整備され、かつ、それを構成員に遵守させること

が可能な体制であること。 

 給付基礎日額変更 

 既に特別加入されている方の給付基礎日額の変更については、事前申請期間として「３

月２日から３月３１日まで」に所轄の労働基準監督署長へ「給付基礎日額変更申請書 (特

様式第２号)」を提出する方法と、事後申請期間として年度更新期間「６月１日から７月１

０日まで」に、第１種特別加入者（中小事業主等）については「給付基礎日額変更申請書 

(特様式第２号)」もしくは申告書内訳にて変更、第２種特別加入者（一人親方・特定作業従

事者）については「給付基礎日額変更申請書 (特様式第２号)」により変更する方法があり

ます。 

いずれの場合にあっても、変更は一年に一回限りとされ、事後申請にあっては４月１日

から日額変更申請書（申請書・申告書内訳）の提出までに災害が発生していた場合には変

更が認められないことになっていますので、ご留意願います。 
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(４)委託事業場に関する処理について 

安定所への提出書類 監督署への提出書類

（末尾0・1・2・3） （末尾4・5・6・7・8）

・労働保険関係成立届（事務処理委託届） ・特別加入申請書

　【雇用保険の設置がある場合、以下を提出】

　・雇用保険適用事業所設置届

　・雇用保険被保険者資格取得届

一元労災片保険（３１３） ・労働保険関係成立届（事務処理委託届） ・特別加入申請書

・労働保険関係成立届（事務処理委託届）

　もしくは任意加入申請書（事務処理委託届）

　【雇用保険の設置がある場合、以下を提出】

　・雇用保険適用事業所設置届

　・雇用保険被保険者資格取得届

一元労災片保険（３１３） ・労働保険関係成立届（事務処理委託届）

↓ ・労働保険名称、所在地等変更届

一元両保険（１１３） ・雇用保険適用事業所設置届

【一元合致】 ・雇用保険被保険者資格取得届

一元両保険（１１３） ・労働保険名称、所在地等変更届

↓ ・雇用保険適用事業所廃止届

一元労災片保険（３１３） ・雇用保険被保険者資格喪失届

【労災片保険】 ・雇用保険被保険者離職証明書

・労働保険名称、所在地等変更届

一元両保険 ・労働保険名称、所在地等変更届

↓ ・雇用保険事業主事業所各種変更届

二元事業 【末尾０・１→２・３】 【末尾０・１→４・５・６・７】

二元事業 ・労働保険名称、所在地等変更届 ・労働保険事務等処理委託解除届

↓ ・雇用保険事業主事業所各種変更届 【末尾４・５・６・７→０・１】

一元両保険 【末尾２・３→０・１】

・労働保険事務等処理委託解除届

　【雇用保険の廃止がある場合、以下を提出】

　・雇用保険適用事業所廃止届

　・雇用保険被保険者資格喪失届

　・雇用保険被保険者離職証明書

一元労災片保険（３１３） ・労働保険事務等処理委託解除届

・労働保険事務等処理委託解除届 ・労働保険事務等処理委託解除届

　【雇用保険の廃止がある場合、以下を提出】

　・雇用保険適用事業所廃止届

　・雇用保険被保険者資格喪失届

　・雇用保険被保険者離職証明書

※各届出に関する添付書類等については、管轄の安定所又は監督署にお尋ねください。

新
規
委
託

新
規
委
託

一元両保険（１１３）

二元事業（７１３）（７５３）

・労働保険関係成立届（事務処理
委託届）もしくは任意加入申請書
（事務処理委託届）

・特別加入申請書

・労働保険関係成立届（事務処理
委託届）

名称、所在地等の変更 ・労働保険名称、所在地等変更届・雇用保険事業主事業所各種変更届【委託換え、
個別→委託で労働保険番号が変更される場合含む】

保険関係

（ただし、雇用保険被保険者資格取得届、特別加入申請書を除く。）

委
託
解
除

二元事業（７１３）（７５３）

※各届出は、事実発生した日の翌日から１０日以内に提出してください。

保
険
関
係
の
変
更

名
称
・
所
在
地
等
の
変
更

一元両保険
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ア 保険関係成立届（事務処理委託届）記載例（個別から委託の場合） 

  記入枠内は、大きい字ではっきりと記入してください。 

 

         

 

 ※となって
いますが、片保
険の場合理由
を記入してく
ださい。 
2…別の労働保

険番号で加
入 

4…対象となる
労働者がい
ない 

委託前から他の事務組合又は個別保険関係が成立してい
た場合、余白に「委託換」、「個別→委託」など記入してくだ
さい。  

同一事業所で別の
労働保険番号を持っ
ている場合は記入し
てください。 

記名・押印（代表
者印を押印）又は自
筆の署名をしてく
ださい。 

委託前から他
の事務組合又は
個別で保険関係
が成立していた
場合、その成立
年月日及び労働
保険番号を記入
してください。 

113…一元両保険 
313…一元労災片保険 
713…二元雇用 
713…二元労災 
753…二元労災 
     (一括有期) 
 

委託年月日
を必ず記入し
てください。 

法人のとき
は名称のみ、個
人のときは事
業主氏名も必
ず記入してく
ださい。 

 電話番号を
右づめで必ず
記入してくだ
さい。 

主たる事務
所の所在地を
記入してくだ
さい。 

該当する数
字を記入して
ください。 

 保険年度にお
ける１日平均使
用労働者の見込
数を記入してく
ださい。 

 記名・押印又
は代表者自筆の
署名をしてくだ
さい。 

労災保険率表
による事業の種
類の細目番号を
記入してくださ
い。 

 事業の内容を
できるだけ詳し
く記入してくだ
さい。 

実際に事業を
行っている事業
場の所在地、名
称を記入してく
ださい。 

 法人番号を
記入してくだ
さい。 
 個人事業所
の場合は全て
「0」を記入し
てください。 
 個人番号を
誤って記入し
ないでくださ
い。 

0 

0 1 3 2 4 9 3 0 0 0 0 

サッ ポ ロ シ 0 0 0 0 0 0 0 

北 ○ 条 西 △ 丁 目 ○ 番 △ 号 

キ タ○ ジ ョ ウ ニ シ △ チ ョ ウ メ ○ バ ン △ ゴ ウ 

○ ○ マ ン シ ョ ン × ×ゴ ウ 

○番△号○○マンション××号 

札 幌 市 

ヒガシ ク 

0 2 0 

9801 

7  1 0  0 1  1 0  7  2 9  1 0  0 1 

東 区 

株式会社○×商店 

食品小売業 

011 000 0000 

○○○-○○○○ 

○ ○ マ ン シ ョ ン × × 号 

カブ シ キ ガ イシ ャ 

○× シ ョ ウ テ ン 

0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 

株 式 会 社 

○ × 商 店 

2 1 1 3 

2 0 1 1 1 8 0 0 0 0 0 0  0 0 0 

個別から委託 

1 2 3 5 8 1 3 2 1 4 4 6 5 

株式会社 ○×商店 

代表取締役 ○× △男 印 

△△ ×× 

札幌市東区北○条西△丁目 

代表

者印 

○○ 

10  1  10 

10  1  10 

2 

4,800 
×××-×××× 

札幌市東区北○条東△丁目 
○番△号 

011 000 0000 

労働保険事務組合 

北海道△△協同組合 

⑦欄の合計
人数を記入し
てください。 

会長 

○○ ○○ 
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イ 労働保険事務等処理委託解除届記載例（事業廃止による委託解除の場合） 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

委託解除年月
日、委託解除理由
を記入してくだ
さい。 

記名押印又は
代表者自筆の署
名をしてくださ
い。 

記名押印又は
事業主（法人のと
きは代表者）自筆
の署名をしてく
ださい。 

0 1 3 2 4 9 3 0 0 0 0  0 1 3 

7  2 9  0 7  3 1  1 

北海道 

○○○  ○○○○ 

札幌市北区北○条西×丁目 

労働保険事務組合 

北海道△△協同組合 

011  000 0000 

○○  △△ ×× 

会長 ○○ ○○ 代表

者印 

札幌市豊平区月寒東○条×丁目 

○× 株式会社 

札幌市豊平区月寒東○条×丁目 

○× 株式会社 

○× ○男 

062  0050 

011  000  0000 

062  0050 

011  000  0000 

印 
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ウ 労働保険名称、所在地等変更届記載例（法人化のための変更） 

 

 

 

 

   

 

 

 

変更のある項
目について記入
してください。 

※法人の代表
者のみ変更とな
った場合は提出
の必要はありま
せん。 
 

事業の種類の
変更は労災保険
率の変更を伴う
ことが多いので
明確に記入して
ください。 
※年度途中で

事業の種類が変
更になった場合
の確定保険料の
算定は、変更前と
変更後の労災率
をそれぞれ乗じ
ることとなりま
す。 

変更理由及び
年月日を必ず記
入してください。 

事業主（法人の
ときは代表者）の
記名押印又は署
名とし、事務組合
にて代印等はし
ないでください。 

0   1 3 2 4 9 3 0 0 0 0  0 1 2 

 札幌 

 ○×車輌整備 
 ○× 一郎 

 ○×車輌整備 

 ○× 一郎 

 カーサポート○× 
 株式会社 

法人化のため 

カ ブ シ キ ガ イ シ ャ 

カ ー サ ポ ー ト ○ × 

株 式 会 社 

カ ー サ ポ ー ト ○ × 

7  2 9  0 7  0 1 

札幌市中央区北○条西×丁目 

(株)カーサポート○× 

代表取締役 ○× 一郎 印 

 ○○  △△  ×× 
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 エ 一元合致記載例（一元労災片保険から一元両保険への変更） 

 

   保険関係成立届（事務処理委託届）と労働保険名称、所在地等変更届をセットで提出します。 

 

   （ア）保険関係成立届（事務処理委託届）記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

成立届に「一元
合致」と表示して
ください。 

⑦欄の合計人
数を記入してく
ださい。 

事業主（法人の
ときは代表者）の
記名押印又は署
名とし、事務組合
にて代印等はし
ないでください。 

一元合致 

0 

0 1 3 2 4 9 3 0 0 0 0  0 1 5 

1 

札幌 

○○  △△  ×× 

○○○-△△△△ 

札幌市中央区 

北○条西×丁目 

011 000  0000 

(株)○×不動産 

不動産賃貸 

9903 

(株)○×不動産 

代表取締役 ○×○× 印 

5  4  1 
29  11  1 

1 

×××－×××× 

札幌市北区北○条西×丁目 

011 000  0000 

労働保険事務組合 

北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 代表

者印 
労働保険及び 

一般拠出金に関する 

一切の事務 

1 3 5 7 9 1 1 2 4 6 8 1 0 
  
 

法人の場合は
法人番号を記入
してください。 
 個人事業所の
場合は全て「0」
を記入してくだ
さい。 
 個人番号を誤
って記入しない
でください。 
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   （イ）名称、所在地等変更届記載例 

 

 

 

 

 

   

 

 

変更届に「一元合致」と
表示してください。 

変更理由及び
年月日を必ず記
入してください。 

事業主（法人の
ときは代表者）の
記名押印又は署
名とし、事務組合
にて代印等はし
ないでください。 

0  1 3 2 4 9 3 0 0 0 0  0 1 5 

 札幌 

 一元労災片保険 

 一元両保険 

雇用保険の被保険者 

7  2 9  1 1  0 1 

札幌市中央区北○条西×丁目 

(株)○×不動産 

代表取締役 ○× ○× 
印 

 ○○  △△  ×× 

 一元合致 

となる者を雇い入れた 

ため 
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オ 一元労災片保険記載例（一元両保険から一元労災片保険への変更） 

 

 

 

 

   

 

 

変更理由及び
年月日を必ず記
入してください。 

事業主（法人の
ときは代表者）の
記名押印又は署
名とし、事務組合
にて代印等はし
ないでください。 

0  1 3 2 4 9 3 0 0 0 0  0 1 4 

 札幌東 

 一元両保険 

 雇用保険の被保険者と 

 一元労災片保険 

なるべき者が居ないため 

7  2 9  0 7  0 1 

札幌市白石区北○×通△丁目 

○×食品 

  ○× ○× 
印 

 ○○  △△  ×× 
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２ 労働保険事務組合年度更新関係業務について 

(１)年度更新の日程・手順について 

日程 手順 留意事項 

3月下旬  ・諸用紙が配付される（用紙の要求は前年の６月頃に行う）。 

 ※「賃金等の報告」の用紙

を委託事業主へ配布 

・年度更新事務手続きを正確に処理するため、早めに準備すること。 

※「労働保険料等算定基礎賃金等の報告」以下「賃金等の報告」 

 来年度に向けての特別加

入関係手続 

・新規特別加入申請及び末尾８の特定作業従事者の変更等があれば

申請手続をすること。 

・特別加入脱退申請書、変更届の提出。 

4月中旬 「賃金等の報告」を委託事

業主から受理 

・事業場の名称・所在地・事業の概要の確認、変更があれば「名称、

所在地等変更届」を提出すること。 

  ・臨時労働者（パート・アルバイト）の賃金、賞与及び諸手当（通

勤手当等）の記入もれがないか委託事業主に確認。 

雇用保険料免除高年齢労働者分の確認。なお、短期特例被保険者

（季節労働者）は高年齢労働者であっても保険料免除の対象とな

らない。 

5月中旬 「納入通知書」を委託事業

主に送付 

・事業主が行方不明等で連絡が取れない事業所にも通知書を送付す

ること。 

 「申告書内訳」の作成 ・基幹番号の末尾ごとに作成。なお、メリット事業場については、

基幹番号の末尾ごとに別にまとめて作成すること。 

  ・「賃金等の報告」に基づき、枝番号順に作成。年度途中の委託解

除事業場分（概算訂正報告済分）も記載すること。 

  ・総合計表を別葉で作成し、事務組合の名称・所在地・代表者氏名

（押印）・担当者氏名（押印）を記入のうえ、１枚目に編纂。 

  ・組機様式を使用している事務組合は「申告書内訳総括表」を必ず

作成添付のこと。 

 

 

 

 

※ 事業主が行方不明等となった場合については、２４ページの

２（２）ア（イ）参照のこと 

6月上旬 

 

 

「申告書」を受理 

 

 

・基幹番号ごと及びメリット事業分の枚数を確認。 

・申告済概算保険料額が正しく印書されているか確認し、相違があ

れば北海道労働局事務組合係に問い合わせること。 

 「申告書」の作成 ・「申告書内訳」に基づき、基幹番号の末尾ごとに作成（メリット

事業場については個別に作成）すること。 

・申告済概算保険料額が、「申告書内訳」（総合計表）の申告済概算

保険料と一致しているか確認 

6月中旬 労働保険事務組合年度更

新等関係諸用紙所要数調

査の報告 

・６月中旬頃の締切までに翌年度１年間に必要な諸用紙を調査し、

期日までに報告すること（北海道労働局に余部がないため、不足

のないように期限までに報告すること）。 

・配布は翌年３月下旬予定。 
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7月 10日迄 委託事業主から保険料を

受領 

・委託事業主から保険料等を受領し「労働保険料等領収書」を交付

すること（振込・口座振替であっても領収書の作成が必要）。 

  ・「労働保険料等領収書」の領収金額・年月日は、訂正できないの

で書損の取り扱いをすること。 

  ・「労働保険料等領収書」綴は保険年度ごとに使用し、年度当初に

一連番号を付すこと。事務組合控は、切り離さず整理保管するこ

と。 

 「申告書」・「申告書内訳」

の提出 
・７月１０日（土日の場合は翌開庁日）までの期限を厳守。 

  ・提出の際、「申告書」・「申告書内訳」はセットで、下記に提出す

ること。 

安定所所掌分（末尾０・１・２・３）は北海道労働局 

監督署所掌分（末尾４・５・６・７・８）は管轄の監督署 

※事務組合控に受領印が必要な場合は、返信用封筒を同封するこ

と。 

 ・特別加入者の月割計算を行った場合は、「特別加入保険料算定基

礎額特例計算対象者内訳」を提出すること。 

  ・すでにメリット適用となっている事業場を新規受託した場合は

「労災保険率決定通知書」の写しを添付すること。 

 「給付基礎日額変更申請

書」の提出 

・７月１０日（土日の場合は翌開庁日）までの期限を厳守。 

  ・中小事業主等（第１種特別加入者）は、「申告書内訳」に変更の

表示をして提出する。 

 ・一人親方等及び特定農作業従事者等（第２種特別加入者）は、「給

付基礎日額変更申請書」に変更の表示をして提出する。 

 保険料を「領収済通知書」

（納付書）により納付 

・７月１０日（土日の場合は翌開庁日）までの期限を厳守。 

・申告書から「領収済通知書（納付書）」を切り離し、領収済通知

書を用いて金融機関により保険料等を納付。 

  ・確定不足額、一般拠出金額及び第１期概算保険料額を合算し、１

枚の「領収済通知書」（納付書）で納付すること。 

 ・「領収済通知書」（納付書）の金額欄は訂正できないので、金額誤

記入の場合は新しい納付書を事務組合で作成すること。（納付書

の予備がない場合は北海道労働局へ連絡する） 

 

7月 10日～ 委託事業主に対する保険

料の返還 

・保険料の返還金が生じた委託事業主に対しては、保険料保管額の

限度内で、速やかに保険料を返還し、領収書（様式は任意）の交

付を受けること。 

7月下旬 

 

 

 

「滞納事業場等報告書」の

提出 

※提出期限については 61

ページ参照。 

・確定不足、一般拠出金及び概算1期分の滞納事業場について７月

１０日現在分を作成し、北海道労働局へ提出すること。 

※納期より１日でも遅れた場合は、滞納報告を提出すること（納期

の翌日（７月１１日）に全額納付した場合であっても、納期（７

月１０日）現在での滞納事業場報告書の提出が必要となる）。 

  ・口座振替納付制度利用の場合は９月６日現在分を作成し、期日ま

でに北海道労働局へ報告すること。 
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(２)年度更新関係書類の記載例及び留意事項 

厚生労働省ホームページ 

「平成２９年度労働保険年度更新申告書の書き方(労働保険事務組合の皆様へ)」 

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/hoken/h29/hoken.html 

※毎年度５月頃に更新されます。 

ア 継続事業について 

（ア）労働保険料等算定基礎賃金の報告 

 「１ヵ月平均使用労働者数」「１ヵ月平均被保険者数」を計算した際、小数点以

下の端数があるときは、これを切り捨てた数となります。なお、計算の結果が1

名未満の場合は、切り上げて１名としてください。 

 労災保険については、臨時労働者（パート・アルバイト）、日雇い労働者等全て

の労働者が対象となります。 

 雇用保険については、雇用保険料免除高年齢労働者を確認してください。なお、

短期特例被保険者（季節労働者）については高年齢労働者であっても保険料免除

の対象とはなりません。 

 出向者について、労災保険は出向先、雇用保険は出向元・出向先において、主た

る賃金を受けている事業場で加入となります。 

 派遣労働者は派遣元で加入となります。 

 賞与、燃料手当、通勤手当等算入漏れがないか確認してください。 

 事業場の名称・所在地、事業の概要等に変更がないか確認してください。変更が

ある場合は「名称、所在地等変更届」の提出をお願いします。 

（イ）保険料・一般拠出金申告書内訳 

・ 申告書内訳の母体団体については「赤枠で囲む」ようお願いします。 

・ 行方不明等で委託事業主と連絡が取れず、賃金等の報告を受理できない場合、申

告済概算保険料と同額で確定保険料の申告をすることになります。その場合は必

ず「事業主行方不明のため同額確定」と記載願います。また一般拠出金は申告で

きませんので「事業主行方不明のため一般拠出金未計算」と記載願います(賃金

等の報告を受理次第、再確定訂正報告にて申告願います。事業主には確定した金

額で再度納入通知書を送付してください)。概算保険料については、再確定訂正

報告までの仮の額として、前年度の申告済概算保険料と同額で申告してください。

その際、北海道労働局に滞納状況報告書の提出と事業主へ納入通知書の送付が必

要となります。また、委託解除を検討している場合は、北海道労働局事務組合係

に連絡してください。  

・ 年度途中に委託解除等で概算訂正報告を行った事業場についても次年度の年度

更新時の申告書内訳に記載し、確定保険料の申告を行う必要があります。一般拠

出金は概算減額訂正時に申告・納付しますので、確定時の申告書内訳には「一般

拠出金申告済」と記載願います（一般拠出金を重複申告している場合があります)。 

・ 常時使用労働者数より被保険者数が多い場合は、その理由を余白に記入願います

(例・・・「出向者あり」、「他保険番号（末○-枝○○○）で労災加入」等)。 

・ 申告書内訳の「常時労働者数、被保険者数」は、報奨金にも影響しますので正確

に記入願います。 

・ 新規委託の場合、申告書内訳に「新規成立」「個別より移行」「委託換」等を、そ

の年月日とともに明示願います(例・・・「H○○.４.１新規成立」)。  

 

 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/hoken/h29/hoken.html
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・ 特別加入者が年度途中に加入・脱退した場合は、必ず「特別加入保険料算定基礎

額特例計算対象者内訳」を添付願います(非常に添付もれが多い)。 

・ 申告書内訳で変更できるのは、中小事業主等の特別加入者の「給付基礎日額のみ」

です（特別加入者の加入・脱退は各種届出が必要になります）。業種や事業場名

が変更になっている場合は「名称、所在地等変更届」の提出が必要となりますの

でご留意ください。 

・ 概算保険料０円、又は中小事業主の特別加入者のみの概算申告は認められません。 

・ 年度更新申告後、労働局から申告書内訳等の訂正指示があった箇所については、

事務組合控を必ず訂正し、次年度の年度更新時に同じ訂正指示を受けないように

お願いします。 

（ウ）保険料等申告書 

・ 申告済概算保険料額が申告書内訳に記載した申告済概算保険料と相違していな

いか確認してください。相違している場合は、北海道労働局事務組合係までご連

絡ください。 

・ 常時使用労働者数、雇用保険被保険者数、雇用保険料免除高年齢労働者数を記載

してください。雇用保険料免除高年齢労働者数が０名の場合、「０」と記載して

ください。 

・ 申告書は申告書内訳と一緒に、所掌１は管轄の労働基準監督署へ、所掌３は北海

道労働局へ提出してください（申告書と領収済通知書（納付書）は切り離して、

領収済通知書（納付書）のみを金融機関へ提出し、労働保険料等を納付してくだ

さい）。 

イ 一括有期事業について 

(ア) 建設事業 

a一括有期事業報告書について 

 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に終了した元請工事等

であって、その概算保険料の額が１６０万円未満で、かつ、請負金額が税抜１億

８，０００万円未満（注：平成２７年３月３１日以前に開始した工事については

税込１億９，０００万円未満）であった工事を確認し記入してください。 

 工事請負契約書・注文書・請(負)書・工事見積(内訳)書のほか、労働基準監督署

に提出した「一括有期事業開始届」（様式第３号甲）と照合し、小規模工事・追

加工事等の算入もれがないよう正確に作成してください。 

 請負金額は消費税を除いた額となり、また、事業の期間・請負金額に変更があっ

たものは、変更後のものを記入してください。（平成２７年３月３１日以前に開

始した工事は消費税相当額を含む） 

 消費税率の引上げに伴う労務費率の「暫定措置」の取扱い 

平成２９年度の確定保険料（平成２９年４月～平成３０年３月工事終了分）            

のうち、平成２７年４月１日以降に開始した工事については、暫定措置は適用せ

ず消費税抜きの請負金額に労務費率を乗じて賃金総額を算定します。 

          また、平成２７年３月３１日以前に開始した工事については、工事の開始年度に 

より、暫定措置の取扱いが異なりますのでご留意ください。 

（※次頁の整理表を参照してください。） 
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  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           「報告書」は、事業の種類（保険率表による業種）毎に分けて作成し、請負

金額が、５００万円未満の工事については事業の種類ごとに「○○工事外○○

件」と、合算し記入しても差し支えありません。 

b保険料・一般拠出金申告書内訳（組様式第６号甲）について 

 一括有期事業に係る特別加入保険料については、特別加入の前提となる一括

有期事業の保険料について登録されている主たる事業の種類の保険料率によ

り算定する。 

 常時使用労働者数については、報奨金の算定基準に関わるものであり、年度

における一日平均使用労働者数を正確に記入してください。 

なお、下請け工事のみで、一般保険料にかかる確定保険料が０円となった場

合でも、下請け事業に使用した労働者を一括有期事業に使用した労働者とみな

して人数を記入してください。 

１日平均使用労働者数＝ 
年度中の延使用労働者数（臨時、日雇を含む） 

年度中の所定労働日数 

             （小数点以下の端数は、原則として切り捨てますが、１人未満の場合は１人とします。） 
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(イ) 木材伐出業 (一括有期事業報告書) 

 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に終了した「木材伐出

業」であって、その概算保険料の額が１６０万円未満で、かつ、素材の見込生

産量が１，０００立方メートル未満であった事業を確認し記入してください。 

 記入に当たっては、立木売買契約書・野帳・雇入通知書（控）・労働者名簿・

出勤簿・賃金台帳のほか労働基準監督署に提出した「一括有期事業開始届」（様

式第３号乙）等により、すべての労働者に対して支払われた保険料対象賃金を

正確に記入し、また、諸手当・賞与等についても算入もれがないように記入し

てください。 

 木材伐出（立木の伐採、造材、集材又は運材及びこれらの付帯作業）の作業現

場ごとに区分して、素材の生産量（立方メートル）・延労働者数・支払賃金総

額（保険料対象賃金額）等を記入してください。 

 

ウ 特別加入関係について 

申告書内訳等の「特別加入者」に係る記載及び保険料の算定については以下の点をご

留意願います。 

(ア) 中小事業主等の特別加入（第１種特別加入） 

a 「保険料申告書内訳」の⑳欄における氏名欄は「労働保険料等算定基礎賃金

等の報告」と突合し確認の上記入してください。 

b 承認を受けている特別加入者全員について名前を記入し、継続、変更等が分

かるように表示をしてください。 

c 特別加入者欄に氏名が書ききれない場合は、必ず別紙を作成し添付してくだ

さい。 

d 給付基礎日額欄は承認されている給付基礎日額を記入してください。 

 給付基礎日額の変更については事前申請期間として「３月２日から３月３

１日まで」の間に「給付基礎日額変更申請書 (特様式第２号)」を所轄の労

働基準監督署長に提出する方法があります。 

また、上記の方法以外に事後申請期間として年度更新期間「６月１日から

７月１０日まで」の間に「給付基礎日額変更申請書 (特様式第２号)」を所

轄の労働基準監督署長あて提出する方法と、申告書内訳の⑳第１種特別加入

者の区分欄の「３．変更」に○をつけて、次年度の希望する給付基礎日額を

記入する方法があります。 

事後申請の場合、いずれの方法であっても年度更新期間中に提出がされな

いと日額変更はできません。 

なお、事後申請については４月１日以降、事後申請の書類が労働基準監督

署長に提出されるまでの間に災害が発生していると変更は認められません

のでご留意ください。 

e 給付基礎日額については、「３，５００円から２５，０００円」の間で定め

られており、「特別加入算定基礎表」（徴収法施行規則別表第４）に掲げている

給付基礎日額以外は認められないので注意してください。 

f 特別加入保険料は、「保険料算定基礎額（給付基礎日額×３６５）×保険料率

（メリット対象事業場はメリット料率）」により計算してください。 
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末尾５の一括有期事業(建設業)に係る特別加入保険料は、特別加入の前提

となる一括有期事業の保険料について登録されている主たる事業の種類の

保険料率を用いてください。 

g 特別加入者の月割計算対象者がいる場合は、必ず「保険料申告書内訳」に「特

別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳」を添付してください。 

（イ）一人親方等及び特定農作業従事者等の特別加入（第２種特別加入） 

a  給付基礎日額別に特別加入者数を集計した「特別加入保険料算定基礎額集計

表」及び「特別加入者名簿」を添付し申告してください。 

b  給付基礎日額の変更を希望する場合は、事前申請期間の「３月２日から３月

３１日まで」もしくは、事後申請期間の年度更新期間「６月１日から７月１

０日まで」に「給付日額変更申請書（特様式第２号）」を所轄の労働基準監督

署長に提出してください。 

※ 第２種の場合、申告書内訳等での変更はできませんが、それ以外の取扱

いは第１種と同様です。 

c  特別加入者の月割計算対象者がいる場合は、上記中小事業主等の場合と同様

に「特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳」を提出してください。 

d  一人親方等及び特定農作業従事者等の特別加入については、一人親方等の団

体を適用事業及びその代表を事業主とみなし、その団体の構成員である一人

親方等をその団体に使用される労働者とみなして申告することとなります。

申告額は、集計表をもとに円単位までの個々の特別加入者の算定基礎額を合

計した後、千円未満を切り捨てた額に保険料率を乗じて算出する方法により

算出します（個々の算定基礎額の千円未満を切り捨ててから合計する方法ではあり

ません）。 

（ウ） 「特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳」の作成について 

特別加入者が年度途中の変更（新規・脱退）によって、保険料算定の際に月

割計算を行った場合は、「特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳」

の提出が必要となります。作成については次の点に留意して「申告書」・「申

告書内訳」と合わせて年度更新時に提出してください. 

a  年度途中で新規に特別加入者となったもの 

当該申請にかかる承認日の属する月から年度末までの月数 

b  年度途中で特別加入者に該当しなくなったもの 

年度当初から脱退承認日又は異動日の属する月までの月数 

 

 

【特別加入関係様式ダウンロードについて】 

 

北海道労働局ホームページ → 各種法令・制度・手続き → 法令・様式集  

→ 様式ダウンロードコーナーその２ → ▶労働保険関係 特別加入関係 

  

 ・申請書・変更届等 

 ・海特様式第１号 第３種特別加入保険料申告内訳 

・第２種特別加入保険料算定基礎額集計表 

・特別加入保険料算定基礎額月割早見表 
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（エ）特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳記載例 
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※
特
別
加
入
者
が
複
数
人
い
る
場
合
、
申
告
額
は
個
々
の
加
入
者
の
算
定
基
礎
額
を
円
単
位
ま
で
合
計
し
た
後
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
た
額
に
保
険
料
率
を
乗
じ
て
算
出
し
ま
す
。
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エ メリット制適用事業場の申告方法等について 

労災保険率は、事業主間の負担の公平を図るため、「事業の種類」ごとの災害率に応じ

て定められていますが、事業の種類が同一であっても、作業工程、機械設備あるいは作

業環境の良否、災害防止努力等によって、個々の事業ごとの災害率にはかなりの高低が

認められます。 

そこで、事業主の負担の具体的公平を図るとともに、事業主の災害防止努力を促進す

るために、たとえ同業種の事業であっても、一定規模以上の事業については、個々の事

業の災害率の高低に応じて、労災保険率から非業務災害率を減じた率を４０％（立木の

伐採の事業については３５％）の範囲内で増減させる制度が設けられています。これが

労災保険に係る「メリット制度」と呼ばれるものです。 

なお、平成２２年に船員保険が労災保険に統合されてから３年が経過したため、船舶

所有者の事業についても、適用要件を満たしている場合には、平成２６年度から「メリ

ット制」が適用されています。 

（ア）継続メリット制の要件 

継続メリット制の適用を受ける事業は、以下に示す「事業の継続性」と「事業の

規模」に関する要件を同時に満たしていることが必要です。 

ａ事業の継続性 

連続する３保険年度中の最後の保険年度に属する３月３１日（以下「基準と

なる３月３１日」という）現在において、労災保険にかかる労働保険の保険関

係が成立した後３年以上経過していること。 

ｂ事業の規模 

（ａ） 基準となる３月３１日の属する保険年度から過去に遡って連続する３保

険年度中の各保険年度において、次のいずれかの要件を満たしているこ

と。 

① １００人以上の労働者を使用する事業であること。 

② ２０人以上１００人未満の労働者を使用する事業であって、当該労

働者の数に当該事業に係る基準となる労災保険率から非業務災害率

（通勤災害にかかる率）を減じた率を乗じて得た数が、０．４以上

であること。 

すなわち 

   労働者数×（基準となる労災保険率－非業務災害率）≧0.4 

を満たす事業であること（非業務災害率は、平成２１年４月１日から 

１，０００分の０．６）。 

（ｂ） 有期事業の一括が行われている建設の事業及び立木の伐採の事業につ

いては、確定保険料の額が４０万円以上である事業（平成２３年以前

の確定保険料については、１００万円以上）であること。 

（イ）メリット制適用の保険率 

メリット制の適用のある事業場については、労働保険料の年度更新申告書とあ

わせて当該年度に係る「労災保険率決定通知書」を送付しています。 

（ウ）継続メリット制適用事業場の申告方法 

継続メリット制が適用となった事業場は、一般の委託事業場とは別に個別管理

することになりますので、「申告書」「申告書内訳」もそれぞれ一般の委託事業場
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とは別葉で作成していただくことになります。「申告書」はメリット制適用事業場

（枝番号）ごとに、「申告書内訳」は末尾ごとにまとめて一般事業場とは別葉に作

成し、上部余白に「メリット適用分」と表示して下さい。 

ａ 新規メリット適用事業場 

新規にメリット制が適用となった事業場については、年度当初に労働局より

文書にてお知らせしています。 

一元事業・二元事業とも、確定保険料は本体（枝番号０００のこと）で処理

し、概算保険料より「労災保険率決定通知書」に記載された料率にて申告し、

以後個別に管理することになります。 

ｂ メリット制の非適用となる事業場 

前年度はメリット制が適用されていた事業場で、今年度は継続メリット制の

適用要件を満たさなくなった場合についても、年度当初に労働局より文書にて

お知らせしています。 

労災保険率は当該事業に係る通常の保険率となりますが、当分の間（３年～

４年）、本体に戻さず引き続き個別管理のまま保険料の処理を行ってください。 

         ｃ 個別管理から委託一括への変更について 

            個別管理されている事業場のうち、すでに通常の労災保険率に戻ってから数

年が経過している事業場について、個別管理から本体へ変更するよう労働局よ

り通知があった場合は、確定保険料は個別で申告し、概算保険料から本体に戻

して申告及び納付をすることとなります。その際に確定保険料が概算保険料を

下回る場合は、還付請求書を申告書とあわせて提出し、概算保険料へ充当もし

くは還付することとなります。 

 

（エ）留意事項 

ａ すでにメリット制適用となっている事業場を新規受託した場合は、初めから

個別管理を行い、当該事業場に送付されている「労災保険率決定通知書」によ

り労災保険率を把握することになります。また、この場合、年度更新時にはそ

の通知書の写しを「申告書」に添付してください。 

ｂ メリット制適用の委託事業場が個別移行や委託換えとなる場合、メリット制

適用の労災保険率を把握できるよう「労災保険率決定通知書」の写しを当該事

業場へ配付してください。 
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３ 労働保険料等の訂正報告について 

(１)訂正報告の種類 

ア 確定保険料の訂正報告 

申告した確定保険料に誤りがあった場合、又は、遡及して確定保険料の算定をする必

要がある場合に報告します。 

イ 概算保険料の訂正報告 

年度途中において新規委託及び委託解除などがあった場合、又は事業規模の大幅拡大

（縮小）のため賃金総額の増額（減額）が見込まれる場合に報告します。 

※末尾８の概算増額及び減額訂正報告については、「第２種特別加入保険料算定基礎

額集計表」により保険料算定基礎額を算出します。 

(２)訂正報告の提出書類及び提出先 

 保険料申告書 

 保険料申告書内訳（末尾２・８以外は一般拠出金内訳も必要になります） 

 保険料申告書内訳総括表（組機様式（コンピュータ様式）使用事務組合のみ） 

 労働保険料一般拠出金還付請求書（前年度（前々年度）再確定減額訂正報告のみ必要） 

 総括表の提出が無い事務組合の場合、申告書内訳に事務組合名および事務組合代表者名の

記入・押印をしてください。 

 書類作成にあたっては、当該事業主から「賃金等の報告」の提出を求め、内容を確認の上、

作成してください。 

 異なる種類の訂正報告（増額訂正と減額訂正、概算訂正と再確定訂正、メリット事業場分

等）は、その種類ごと別々に作成してください。 

 第２種特別加入（末尾８）の訂正報告については、上記の書類に加え、「第２種特別加入保

険料算定基礎額集計表」及び変更部分の「特別加入団体の特別加入者名簿」もあわせて提

ください。 

※末尾８についても、増額訂正と減額訂正は合算せず別々に作成し提出してください。な

お、申告書には一人親方団体の代表者印ではなく事務組合の代表者印を押印してください。 

＜ 提出先 ＞ 

◦ 安定所所掌分（末尾０・１・２・３）・・・北海道労働局 

◦ 監督署所掌分（末尾４・５・６・７・８）・・・北海道労働局又は労働基準監督署 

◎ 事務組合控に受領印が必要な場合は、返信用封筒を同封願います。 

(３)訂正報告提出の際の留意事項 

ア 年度途中の廃止等による概算訂正報告は、申告済概算保険料の訂正処理のみであり、確定保

険料の申告ではありませんので、年度更新時には確定保険料の申告が必要です。 

イ 事業場の破産により委託解除となる場合には、提出期限にかかわらず早急に北海道労働局に

概算訂正報告と委託解除届を直接提出してください。 

ウ 委託解除による概算減額は事業主から「賃金等の報告」を受領し、確定した金額を入れてく

ださい。（一般拠出金が発生→事務組合で納付書を作成、速やかに納付する。記載例→P52） 
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 (４)訂正報告の提出期限及び納付期限    

とりまとめ期間 9月16日～12月13日 12月14日～3月31日

提出期間 12月14日～12月28日 1/4以降の概算訂正報告は事務組合係へ相談して下さい

2期 3期 3期

11/14 2/14 2/14

年度更新後～9月15日

9月16日～9月30日

 概算減額時の一般
拠出金の納付期限

原則として年度更新時に
確定保険料として処理

（提出期間の末日が土・日・祝日に当たる場合は翌開庁日が提出期限となります） 

 

★提出期間内に提出された場合、概算訂正した保険料は納付書に反映されますが、減額の際に発生した一般

拠出金は納付書に反映されませんので、別途納付書作成の上納付して下さい。（保険料増額分については別途

納付は必要ありません。） 

★「とりまとめ期間」及び「提出期間」を厳守して下さい。「提出期間」を過ぎると領収済通知書（納

付書）の金額が、納付すべき金額と一致しない場合があります。 

 

※再確定訂正報告につきましては、訂正報告期限がありますので、速やかに申告・納付をしてください。 

 

 滞納及び破産が発生した場合には、提出期限に関係なく事務組合係に相談してください。提出書類は

随時伝達しますので、まずは事務組合係迄ご連絡下さい。適正かつ迅速に処理願います。 

(５)年度途中に個別加入事業場の委託を受けた場合の保険料処理について 

保険料の二重納付防止の観点等から、次の処理方法を認めています。 

ア 委託時に第１種特別加入者の申請がない場合 

その保険年度の確定精算時までは、委託後においても引き続き個別の労働保険番号で

確定精算を行い納付します。そのため、概算増額訂正報告の必要はなく、翌年度の概算

保険料から事務組合で申告・納付の手続きをすることになります。 

イ 委託時に第１種特別加入者の申請がある場合 

アと同様、その保険年度の確定精算時までは、委託後においても引き続き個別の労働

保険番号で確定精算を行い納付しますが、第１種特別加入保険料については、事務組合

にて概算増額訂正報告により処理し（事務組合に委託している事業場しか第１種特別加

入は認められないため）、年度更新ではその年度の特別加入分のみの確定精算と翌年度の

労働者分を含めた概算保険料の申告・納付を事務組合で行います。 

 

 

委託開始の翌年度

一般労災＋雇用

特別加入分 年度途中より委託⇒
事務組合で特別加入分の概算増額訂正を
提出し、年度更新にて委託開始年度の確
定申告・納付

委託開始年度（年度途中に個別→委託）

委託開始年度の概算保険料は、個別で確定精算
事務組合で委託開始
の翌年度概算保険料

を申告・納付
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 (６)「再確定増額訂正報告」申告書記載例 

 

前々年度再確定増額訂正報告 

53,118     59 53,177 

     2,944,367             

 

 

 

53,118 

      4,600 

             

 

 

 

拠 出 金 額                                                        

2 9 4 9 8

8 

5 7 

1 0 7 6 5

8 

3 3 

1 9 7 3 3

8 

2 3 

6 5 9 4 

3 0 

○○  △△  ×× 

  

  

 

 ◎◎  4  1      

 

 

確 定                                                        

××× ×××× 011  ××× ○○○○ 

純増額を記入してください。 

 ○○   3 31      

 

 

4 0 0 0 0 1 3 2 9 0 0 0 

           

                    

 

                        

 

             

                              

  

 札幌市北区北○条西○丁目○－○ 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

ああああああ

ああああああ

だだだあああ

ああ 

あｓｓｓｓｓあ

あああああああ

あああああああ

あああああああ

あああああだだ

あああ 

あ 

 

訂正内容を朱書きで記入してください。 

増額後の額を記入してください。 

記名・押印または代表者 

自筆の署名をしてください。 

 

 

代表

者印 
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(７)「再確定増額訂正報告」申告書内訳記載例 
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(８)「再確定減額訂正報告」申告書記載例 

 

記名・押印または代表者 

自筆の署名をしてください。 

前々年度再確定減額訂正報告 

6 

 

8 3 4 

 

9

9 

6 4

0 

0 0 

 

8 

 

2 

4

9 

9 
訂正内容を朱書きで記入してください。 

減額後の額を記入してください。 1 

0 

純減額を記入してください。 

代表 

者印 

◎◎ 

 

○○ 

 

0 

1

0 

○○ ×× △△ 

4 1 

 

3 31 

2,934,200 
4,437 

5 

 

0 4 2 3 1 3 0 0 0 0 0 

3 

 

 

0 

 

0 

 

1 

5 

9 

5 

0 

2 

0 

4 

 

7 

 

 

8 

 

1 

確 定 

拠 出 金 額 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

△37,800 △51 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

△37,851 

1 

 

5 8 7 

 

3 
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(９)「再確定減額訂正報告」申告書内訳記載例 
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(１０)「還付請求書」記載例 還付請求書は新様式(H25.1.1 変更)を使用願います。 

 

 

0 

 

0 

 

0 

 

1 

 

 

2 

 

 

 

3 

 

 

 

0 

 

 

 

0 

 

 

 

0 

 

 

 

0 

 

 

 
労働保険事務組合 北海道△△協同組合 会長 厚生 太郎 

 

ﾛｳﾄﾞｳﾎｹﾝｼﾞﾑｸﾐｱｲ ﾎｯｶｲﾄﾞｳ△△ｷｮｳﾄﾞｳｸﾐｱｲ ｶｲﾁｮｳ ｺｳｾｲ ﾀﾛｳ 

 

2 9 3 4 2 0 0 

4 4 1 0 0 

2 0 0 0 0 

0 

2 4 1 0 0 

0 1 3 2 4 9 3 

0 

0 0 0 

1 

0 

3 

0 0 0 ○○ 

○0 

2 4 9 3 

 

２０，０００ 

 

0 

 

0 

 

平成○○ 

○0 

0 

 

0 

 

○○銀行 

 

△△ 

○0 

△△△支店 

 

1 

 

×× 

○0 

××× 

○0 

×××× 

○0 

０１１ 

2 

××× 

8 

×××× 

○0 
札幌市北区北○条西○丁目○―○ 

 
労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

 
会長 厚生 太郎 

 

末尾全体の総額の差額が還付金(充

当金)となります。 

記名・押印または代表者の自筆の署名をしてください 

(事務組合の代表者印に限ります)。 

9 

北海道 

○0 

0 

代表

者印 

再確定減額の際は必ず提出してください。 

概算２期 

 

充当先事業の労働保険番号、種別、期別及び充当額を記載してください。 

4 4 3 7 

1 4 0 3 8 6 

5 1 

0 

0 

5 

0 

1 

口座名義人は省略せずに、フリガナも記入してくださ

い（全額充当の場合は①欄の記載は不要です）。 

事務組合の口座を記入して

ください。（事業主に直接還

付するものではありません） 
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(１１) 「概算増額訂正報告」申告書記載例 

 

訂正内容を朱書きで記入してください。 

増額後の末尾全体の総額を記入してください。 

1,053,323 

139,185 

記名・押印または代表者 

自筆の署名をしてください。 

じゅん 代表

者印 

××× ×××× 

 

 

××× ○○○○ 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

1 

０１１ 

増額前の総額を記入してください。 

9 

9 0 

 

69,593 

 
69,592 

○○ 4 1 

 

□□ 3 31 

○○ ×× △△ 

0 4 2 3 3 0 0 0 0 0 0 0 

提出時期に注意して期別 

ごとの純増額を記入して

ください。 

じゅん 

2

0 

概算増額訂正報告 

5 

 

8 1 1 

7 5 9 6

0 

7 5 

4 3 2 8 3 3 
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(１２)「概算増額訂正報告」申告書内訳記載例 
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(１３) 「概算減額訂正報告」の減額金額について 

 滞納のない事業場を委託解除する場合の概算減額訂正報告について 

(ア)年度更新後～９月１５日までに委託解除の場合（訂正報告時期 ９月１６日～３０日） 

a  既納付額が確定保険料を下回る場合 

（ うち1期 )

（ うち1期 )

　(委託解除事業場にかかる分）

納付する

【委託事業場】

【事務組合】

¥180,000

確定保険料 ¥120,000 ¥0

申告済概算保険料 ¥300,000 減額金額

一般拠出金

2期 ¥80,000 3期 ¥100,000

¥220

委
託
事
業
場

概1期徴定額

納付済

概1期徴定額 ¥100,000

¥100,000 概2期徴定額

納付済

概2期徴定額

¥100,000¥100,000 概3期徴定額

¥20,000 概3期徴定額 ¥0

¥220 徴収する一般拠出金を委託事業場より

¥180,000

¥0 2期

申告済概算保険料 ¥3,000,000 減額金額

¥80,000 3期 ¥100,000

一般拠出金 ¥220

納付済

¥1,000,000

事
務
組
合

概1期徴定額 ¥1,000,000 概2期徴定額 ¥1,000,000 概3期徴定額

概1期徴定額 ¥1,000,000 概2期徴定額

納付済

¥220

¥920,000 概3期徴定額 ¥900,000

委託事業場より徴収した一般拠出金

 

～上記の場合における申告書期別納付額記載例～ 

 

 

3,000,000 

△180,000 

220 

△80,000 

△100,000 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

代表

者印 
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b  既納付額が確定保険料を上回り、還付が発生する場合 

委託事業場の期別納付額を限度として３期から順に減額していきます。１期は納付

済であるため、２期に上乗せして減額します。 

 事務組合は国との関係では一般拠出金を概算減額訂正報告時に納付する必要があり

ますが、委託事業場との関係では還付金が発生しているので、充当処理し事務組合保

管額から残額を還付します。 

（ うち1期 )

（ うち1期 )

　(委託解除事業場にかかる分）

減額の内訳

①概３期\100,000減額

②概２期\100,000減額

③滞納無いため、\20,000

概２期から減額

納付する

¥200

委
託
事
業
場

¥200

減額金額 ¥220,000

　保険料還付金額から一般拠出金に充当処理し

事務組合保管額より ¥19,800 委託事業場に還付

一般拠出金

納付済

納付済

概1期徴定額

一般拠出金

納付済

3期 ¥100,000

【委託事業場】

確定保険料 ¥80,000 ¥0

申告済概算保険料

2期 ¥100,000

¥300,000

¥100,000¥100,000 概3期徴定額

¥0 概3期徴定額 ¥0

申告済概算保険料 ¥3,000,000 減額金額

【事務組合】

　委託事業場への還付金から一般拠出金に充当処理し

事務組合保管額より ¥200

¥1,000,000 概2期徴定額 ¥880,000

納付済

　＋還付 ¥20,000

¥100,000 概2期徴定額

概2期徴定額

概1期徴定額

¥100,000

¥1,000,000 概3期徴定額

概1期徴定額

¥220,000

¥0 2期 ¥120,000

概3期徴定額

¥1,000,000

¥900,000

3期 ¥100,000

事
務
組
合

概1期徴定額 ¥1,000,000 概2期徴定額

 

～上記の場合における申告書期別納付額記載例～ 

 

 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

△220,000 

3,000,000 

△100,000 

△120,000 

200 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

代表

者印 
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(イ)９月１６日～１２月１３日までの委託解除の場合（訂正報告時期１２月１４日～２８日） 

c  既納付額が確定保険料を下回る場合 

 委託事業場の期別納付額を限度として３期から順に減額していきますが、１期２期

ともに納付済であるため、３期で全額減額をします。 

 一般拠出金は委託事業場より徴収し、概算減額訂正報告時に納付します。（P.52参照） 

 

（ うち1期 )

（ うち1期 )

　(委託解除事業場にかかる分）

納付する

一般拠出金

納付済

納付済

¥100,000

¥260

委
託
事
業
場

概1期徴定額

概1期徴定額

【委託事業場】

確定保険料 ¥220,000 ¥0

申告済概算保険料 ¥300,000 減額金額 ¥80,000

2期

¥100,000 概2期徴定額

概2期徴定額

¥100,000¥100,000 概3期徴定額

¥100,000 概3期徴定額 ¥20,000

¥0 3期 ¥80,000

¥920,000¥1,000,000

¥260 徴収する

【事務組合】

申告済概算保険料 ¥3,000,000

一般拠出金 ¥260

納付済

納付済

¥1,000,000 概2期徴定額

一般拠出金を委託事業場より

概3期徴定額

概1期徴定額

¥80,000

¥0 2期 ¥0

概3期徴定額

減額金額

¥1,000,000

3期 ¥80,000

事
務
組
合

概1期徴定額 ¥1,000,000 概2期徴定額 ¥1,000,000

¥260委託事業場より徴収した一般拠出金

納付済 納付済

納付済納付済

 

～上記の場合における申告書期別納付額記載例～ 

 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

3,000,000 

△80,000 

△80,000 

260 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

代表

者印 
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d  既納付額が確定保険料を上回り、還付が発生する場合 

委託事業場の期別納付額を限度として３期から順に減額していきます。１期及び２

期は納付済であるため、３期で全額減額します。 

 事務組合は国との関係では一般拠出金を概算減額訂正報告時に納付する必要があり

ますが、委託事業場との関係では還付金が発生しているので、充当処理し事務組合保

管額から残額を還付します。 

（ うち1期 )

（ うち1期 )

　(委託解除事業場にかかる分）

減額の内訳

①概３期\100,000減額

②滞納無いため、納付済みの

概２期からは減額せず概３期

で\20,000減額

納付する

¥120,000

¥0 2期

¥1,000,000

¥880,000¥1,000,000 概2期徴定額 ¥1,000,000

納付済

概3期徴定額

　委託事業場への還付金から一般拠出金に充当処理し

事務組合保管額より ¥240

納付済 納付済

概1期徴定額

納付済

3期 ¥120,000

事
務
組
合

概1期徴定額 ¥1,000,000 概2期徴定額 ¥1,000,000

¥3,000,000 減額金額

概2期徴定額

概3期徴定額

¥0

¥100,000 概3期徴定額

納付済

一般拠出金 ¥240

　保険料還付金額から一般拠出金に充当処理し

事務組合保管額より ¥19,760 委託事業場に還付

【事務組合】

申告済概算保険料

¥0

概2期徴定額

　＋還付 ¥20,000

3期 ¥100,000

¥100,000¥100,000 概3期徴定額¥100,000

¥0

納付済

【委託事業場】

確定保険料 ¥180,000 ¥0

申告済概算保険料 ¥300,000 減額金額 ¥120,000

2期

一般拠出金

納付済

納付済

¥100,000

¥240

委
託
事
業
場

概1期徴定額

概1期徴定額

 

～上記の場合における申告書期別納付額記載例～ 

 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

240 

△120,000 

3,000,000 

△120,000 

 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

代表

者印 
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イ 滞納がある事業場を委託解除する場合の概算減額訂正報告について 

(ア)年度更新後～９月１５日までに委託解除の場合（訂正報告時期９月１６日～３０日） 

a 既納付額が確定保険料を下回る場合 

委託事業場の期別納付額を限度として３期から順に減額していきます。 

一般拠出金は委託事業場より徴収し、概算減額訂正報告時に納付します。（P.52参照） 

（ うち1期 )

減額処理後

・概１期滞納\20,000

・概２期\20,000

（ うち1期 )

　(委託解除事業場にかかる分）

納付する

¥20,000

¥980,000

¥920,000

¥1,000,000

概算1期滞納 ¥20,000 ¥980,000納付済

概3期徴定額 ¥900,000

¥1,000,000 概2期徴定額 ¥1,000,000 概3期徴定額

¥20,000

概1期徴定額 ¥1,000,000

¥20,000

納付済

¥0 2期 ¥80,000 3期

一般拠出金

¥100,000

¥20,000

¥220

委
託
事
業
場

概1期徴定額

概1期徴定額

概算1期滞納

¥80,000

滞納

【委託事業場】

確定保険料 ¥120,000 ¥0

申告済概算保険料 ¥300,000 減額金額 ¥180,000

¥20,000

¥100,000 概2期徴定額

¥80,000

納付済 ¥80,000

¥100,000¥100,000 概3期徴定額

¥20,000 概3期徴定額 ¥0

3期 ¥100,000

¥220 徴収する

委託事業場より徴収した一般拠出金 ¥220

概2期徴定額

2期

¥180,000

一般拠出金

申告済概算保険料 ¥3,000,000

一般拠出金を委託事業場より

¥100,000

事
務
組
合

概1期徴定額

滞納

納付済

減額金額

滞納

【事務組合】

概2期徴定額

¥220

滞納

 

 

～上記の場合における申告書期別納付額記載例～ 

 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

△180,000 

3,000,000 

220 

△100,000 

△80,000 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

代表

者印 
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b 既納付額が確定保険料を上回り、還付が発生する場合 

委託事業場の期別納付額を限度として３期から順に減額していきます。２期の徴定

額まで減額し更に残額がある場合、１期の滞納額を上限として減額します。 

 事務組合は国との関係では一般拠出金を概算減額訂正報告時に納付する必要があ

りますが、委託事業場との関係では還付金が発生しているので、充当処理し事務組合

保管額から残額を還付します。 また、概算１期滞納が減額訂正により消滅したので、

納入事業場報告書を提出します。 

（ うち1期 )

（ うち1期 )

　(委託解除事業場にかかる分）

減額の内訳

①概３期\100,000

②概２期\100,000

③概１期滞納分\20,000

④概１期滞納分を減額後、まだ

減額される額が残っているため

概２期で\20,000減額

※滞納が解消された金額分の「納入事業場報告」を提出する。 納付する

¥20,000

¥20,000

¥900,000

概算1期滞納 ¥20,000 ¥980,000納付済

事
務
組
合

概1期徴定額 ¥1,000,000

概1期徴定額 ¥980,000

滞納

一般拠出金

¥80,000

¥20,000

¥200

委
託
事
業
場

¥80,000

¥80,000

概1期徴定額

概1期徴定額

概算1期滞納

【委託事業場】

確定保険料 ¥60,000

¥20,000

¥20,000

申告済概算保険料 ¥300,000 減額金額 ¥240,000

¥100,000

¥100,000¥100,000 概3期徴定額¥100,000

2期 ¥100,000

概2期徴定額

　＋還付 ¥20,000

3期

申告済概算保険料 ¥3,000,000 減額金額

¥0 概3期徴定額 ¥0

¥240,000

　保険料還付金額から一般拠出金に充当処理し

事務組合保管額より ¥19,800

¥1,000,000概2期徴定額

概2期徴定額

概2期徴定額

¥20,000

一般拠出金 ¥200

【事務組合】

¥200

¥20,000

¥880,000

¥980,000

3期 ¥100,000

¥1,000,000

　委託事業場への還付金から一般拠出金に充当処理し

2期 ¥120,000

納付済

納付済

滞納

納付済

滞納

事務組合保管額より

概3期徴定額

概3期徴定額

滞納

委託事業場に還付

 ～上記の場合における申告書期別納付額記載例～ 

 

△100,000 

△120,000 

3,000,000 

△240,000 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

△20,000 200 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

代表

者印 
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(イ)９月１６日～１２月１３日までに委託解除の場合（訂正報告時期１２月１４日～２８日） 

a 既納付額が確定保険料を下回る場合 

委託事業場の期別納付額を限度として３期から順に減額していきます。 

一般拠出金は委託事業場より徴収し、概算減額訂正報告時に納付します。（P.52参照） 

（ うち1期 )

（ うち1期 )

　(委託解除事業場にかかる分）

納付する

納付済

滞納

委託事業場より徴収した一般拠出金

概算2期滞納 ¥100,000

¥260

¥1,000,000

¥20,000

¥980,000納付済

滞納

¥100,000

一般拠出金

概1期徴定額

滞納

納付済

滞納

¥260

申告済概算保険料

¥100,000

¥0

概3期徴定額

¥100,000 概3期徴定額

3期 ¥80,000

¥100,000

¥0

【事務組合】

¥260 徴収する

滞納 ¥100,000

¥3,000,000

¥1,000,000 概2期徴定額

滞納

納付済納付済

¥100,000

¥100,000 概2期徴定額

¥300,000 減額金額 ¥80,000

2期

¥20,000

¥0

¥100,000

¥20,000

概2期徴定額

¥80,000

概1期徴定額

概1期徴定額

概算1期滞納

¥80,000

概算2期滞納

【委託事業場】

確定保険料 ¥220,000 ¥0

申告済概算保険料

納付済

滞納¥20,000

減額金額 ¥80,000

一般拠出金

¥100,000

¥20,000

¥260

委
託
事
業
場

概1期徴定額 ¥1,000,000 概2期徴定額

¥0 2期

一般拠出金を委託事業場より

¥0 3期 ¥80,000

¥1,000,000 概3期徴定額

¥20,000

¥1,000,000

¥900,000

¥100,000

¥900,000

概3期徴定額 ¥920,000

納付済

滞納

概算1期滞納 ¥20,000 ¥980,000

納付済

事
務
組
合

 

～上記の場合における申告書期別納付額記載例～ 

 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

260 

△80,000 

△80,000 

3,000,000 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

代表

者印 
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b 既納付額が確定保険料を上回り、還付が発生する場合 

委託事業場の期別納付額を限度として３期から順に減額していきます。２期は

滞納額を上限として減額し、３期で残りの金額を上乗せして減額します。 

 事務組合は国との関係では一般拠出金を概算減額訂正報告時に納付する必要が

ありますが、委託事業場との関係では還付金が発生しているので、充当処理し事

務組合保管額から残額を還付します。 

 また、概算２期滞納が減額訂正により消滅したので、納入事業場報告を提出し

ます。 

（ うち1期 )

（ うち1期 )

　(委託解除事業場にかかる分）

減額の内訳

①概３期\100,000

②概２期滞納分\10,000

③滞納解消後の残額\10,000

概３期で減額

※滞納が解消された金額分の

「納入事業場報告」を提出する。

納付する

一般拠出金

納付済

納付済

¥100,000

¥240

委
託
事
業
場

概1期徴定額

概1期徴定額

概算2期滞納

【委託事業場】

確定保険料 ¥180,000 ¥0

申告済概算保険料 ¥300,000 減額金額 ¥120,000

2期

¥10,000

¥100,000¥100,000 概3期徴定額¥100,000

¥90,000

¥10,000

概2期徴定額

　＋還付

3期 ¥100,000

¥10,000

減額金額

¥90,000 概3期徴定額 ¥0概2期徴定額

¥90,000

¥10,000

納付済

滞納

一般拠出金 ¥240

【事務組合】

申告済概算保険料 ¥3,000,000

¥0 2期

¥120,000

　保険料還付金額から一般拠出金に充当処理し

事務組合保管額より ¥9,760 委託事業場に還付

¥10,000

納付済

滞納

¥10,000 3期 ¥110,000

¥1,000,000 概3期徴定額 ¥1,000,000

¥10,000

¥1,000,000 概2期徴定額

概算2期滞納 ¥10,000 ¥990,000納付済 納付済

事
務
組
合

概1期徴定額

概1期徴定額 ¥1,000,000 概2期徴定額 ¥990,000

滞納

概3期徴定額 ¥890,000

¥990,000納付済 納付済

¥10,000

　委託事業場への還付金から一般拠出金に充当処理し

事務組合保管額より ¥240

滞納

～上記の場合における申告書期別納付額記載例～ 

 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

3,000,000 

△120,000 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

代表

者印 

240 

△10,000 

△110,000 
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（１４）「概算減額訂正報告」申告書記載例 

 

0 1 3 2 4 9 3 0 0 0 0 

1,038,679 

△199,962 

訂正内容を朱書きで記入して下さい。 

減額前の総額を記入して下さい。 

一般拠出金の額を記入し、納付して下さい。 

代表

者印 

概算減額訂正報告 

236 

△110,360 

△89,602 

提出時期に注意して期別ごと 

の純減額を記入して下さい。 

じゅん 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

××× ×××× 

 

011 ○○○○ ××× 

記名・押印または代表者 

自筆の署名をして下さい。 

じゅん 

8 3

0 

8

0 

7 1 

3 2 3

0 

7 4 

5 1

0 

4

0 

9 7 

減額後の総額を記入して下さい。 

7 

5 

2 

○○ 

 

4 1 

 

□□ 3 31 

 

○○ ×× △△ 
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  (１５)「概算減額訂正報告」申告書内訳記載例 

 



 52 

（１６）「概算減額訂正報告」時における一般拠出金の納付書記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

概算減額訂正報告時に申告した一般拠出金については、2期または3期納付期限前に送付される領収

済通知書（納付書）に反映されないので、別途作成し概算訂正報告関係書類提出後速やかに納付してく

ださい。 

 

※ 金額欄以外は訂正可能です。訂正箇所を横線で抹消し、正しい内容を訂正箇所のそばに記入してく

ださい。訂正印は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 1 2 3 4 9 3 0 0 0 0 0 0 

0 Y 

○○ 

6 3 2 Y 

Y 2 3 6 

労働保険事務組合 北海道△△協同組合 

会長 ○○ ○○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

枝 007 (概算減額分) 

 

一般拠出金の額を記入します。 

￥はYとしてください。 

両端下部（斜線部分）を少し空け、一般拠出金を納付する

事業場の枝番号を記入してください。 

(枝番号が複数ある場合は金額もそれぞれ記入) 

てください。 

0 

札幌市北区北○条西○丁目○-○ 

×××× 

 

 

×××－ 
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(１７) 「概算増額訂正報告」申告書内訳及び特別加入者名簿（末尾８）記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 1 1 0 1  
概算増額訂正報告 

1 札幌○○建設 一人親方組合 特2 48 133,833 

 

18 

 

2,408,994 

 

1 1 

 

48 親方 太郎 ○○ △△ ×× 10,000 

 

1 札幌○○建設 一人親方組合 

概算増額後の総額を記入してください。 

133,833 

 

2,408,994 

 

新規加入者の氏名、加入年月日、

日額等を記入してください。 

 

 

9 3 0 0 0 8 
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(１８) 「概算増額訂正報告」集計表（末尾８）記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25,000円
9,125,000円

(注) 上段には特例計算者以外の者

下段には特例計算の者を記載

所在地　　札幌市北区北○条西×丁目

名　 称　　札幌○×建設　一人親方組合
事業（団体）の

133,833 千円保険料算定基礎額総計 ①

1

府県

0 1 8

労働保険

労 働 保 険
事務組合の

（労働保険事務組合に委託している場合のみ記載）

所在地　　札幌市北区北○条西×丁目

名　 称　　北海道△△協同組合

すること

第２種特別加入保険料算定基礎額集計表

0 0 0

平成　　　  　　　年度確定

平成　　○○　　年度概算 0

枝番号

番　　　号

基　　幹　　番　　号

10 1 9 3 0

平成　　　年度確定保険料 平成 ○○ 年度概算保険料

133,833,336 円合　　　　　　　　　　　計 人 円 48 人

千円 ②

人 円 47 人 131,400,000 円

人 円 1 人 2,433,336 円

20 36,500,000

2 4,380,000

7 20,440,000

15 54,750,000

1 2,433,336

3 15,330,000

2,190,000円

1,825,000円

1,460,000円

3,285,000円

2,920,000円

2,555,000円

5,110,000円

4,380,000円

3,650,000円

7,300,000円

6,570,000円

5,840,000円

3,500円

小　　計
特例計算以外の者

特例計算の者

1,277,500円

9,000円

8,000円

7,000円

6,000円

5,000円

4,000円

20,000円

18，000円

16,000円

14,000円

12,000円

10,000円

保険料算定基礎額計 特別加入者数 保険料算定基礎額計

概算増額訂正報告

給付基礎日額
保険料算定
基　 礎 　額 特別加入者数

管轄所掌

概算増額後の総額を集計して記
入してください。

日額10,000円で8/1からの新規
加入の場合（2,433,336円）

円単位まで合計した後に、千
円未満を切り捨ててください。

朱書きしてください。
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(１９) 「概算減額訂正報告」申告書内訳及び集計表（末尾８）記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 1 1 0 1 9 3 0 0 0 8 概算減額訂正報告 

1 札幌○○建設 一人親方組合 特2 48 132,464 

 

 

18 

 

2,384,352 

 

 

1 1 

 

1 労働 一郎 
○○ △△ ×× 

5,000 

 

 

1 札幌○○建設 一人親方組合 

概算減額後の総額を記入してください。 

132,464 

 

 

2,384,352 

 

 

脱退者の氏名、加入・脱退年月日、 

日額等を記入してください。 

 
 

 

2 

○○ △△ ×× 

○○ △△ ×× 

○○ △△ ×× 
5,000 

 

 

雇用 花子 
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(２０) 「概算減額訂正報告」集計表（末尾８）記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すること

労 働 保 険 所在地　　札幌市北区北○条西×丁目
事務組合の 名　 称　　北海道△△協同組合

（労働保険事務組合に委託している場合のみ記載）

事業（団体）の
所在地　　札幌市北区北○条西×丁目

(注) 上段には特例計算者以外の者
名　 称　　札幌○×建設　一人親方組合

下段には特例計算の者を記載

合　　　　　　　　　　　計 人 円 48 人 132,464,596 円

保険料算定基礎額総計 ① 千円 ② 132,464 千円

127,750,000 円

特例計算の者 人 円 3 人 4,714,596 円
小　　計

特例計算以外の者 人 円 45 人

3,500円
1,277,500円

2 2,281,260

4,000円
1,460,000円

5,000円
1,825,000円 18 32,850,000

6,000円
2,190,000円 2 4,380,000

7,000円
2,555,000円

20,440,000
8,000円

2,920,000円 7

1 2,433,336

9,000円
3,285,000円

10,000円
3,650,000円 15 54,750,000

12,000円
4,380,000円

14,000円
5,110,000円 3 15,330,000

16,000円
5,840,000円

18，000円
6,570,000円

20,000円
7,300,000円

保険料算定基礎額計 特別加入者数 保険料算定基礎額計

25,000円
9,125,000円

8 0 0 1

給付基礎日額
保険料算定 平成　　　年度確定保険料 平成 ○○ 年度概算保険料

基　 礎 　額 特別加入者数

1 9 3 0 0 0平成　　○○　　年度概算 番　　　号 0 1 1 0

第２種特別加入保険料算定基礎額集計表

概算減額訂正報告
平成　　　  　　　年度確定 労働保険 府県 所掌 管轄 基　　幹　　番　　号 枝番号

概算減額後の総額を集計して記
入してください。

日額5,000円で
10/31脱退１名(7か月=1,064,588円)
11/20脱退１名(8か月=1,216,672円)

円単位まで合計した後に、千
円未満を切り捨ててください。

朱書きしてください。
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４ 労働保険料等の内部処理について 

 

（１）労働保険料等の内部処理モデル（一般）
    ア 各委託事業所からの個々の領収額

1期 2期 3期 1期 2期 3期 (29確定額)

13,000 7,000 7,000
（+6,000）

12,000 6,000 6,000
（+6,000）

0 1,000 2,000
（▲2,000） （▲1,000）

0 0 0
（▲1,000） （▲1,000） （▲1,000）

25,000 14,000 15,000

   イ 申告書上の申告額と国への実際の納付額

1期 2期 3期 1期 2期 3期 (29確定額)

17,500 16,000 16,000
(+1,500）

↑1期納期に納付

   ウ 事務組合保管額の状況

1期 2期 3期

25,000 14,000 15,000

900

4,500

17,500 16,000 16,000

900

3,000 ▲2,000 ▲1,000

3,000 1,000 0

52,500
54,000

21,000

4,000

6,000 3,000

0

3,000

4,000

5,000

6,000 3,000

1,500

52,500
10,500 12,000

概算3,000－充当3,0007,500

計

④49,500
概算48,000＋不足1,500

不足
30年度納付額（概算総額＋確定差額）

3,000 4,500

54,000 ②900

100

1000

③4,500

01,500

3,000

▲ 1,500

3,100

A社

B社
12,000

H30.3.31委託解除

24,300

C社

領収額計

15,000
400

29年度
確定額

充当
還付30年度徴収額（概算総額＋確定差額）

0 27,400

概算6,000－充当3,000

9,000

0

一般
拠出金

不足

概算18,000＋不足6,000

29年度概算保険料額

9,000

労働保険料

事務
組合
全体

6,000
概算21,000＋不足6,000

事業場

E社

①54,000
概算48,000＋不足12,000－充当6,000

労働保険料

D社
3,000

▲ 2,900

6,00018,000 300

5,000 5,000

3,000 3,000 3,000

4,000

3,000

2,500 2,500 2,500

17,500 17,500 17,500

17,500 17,500 17,500

一般
拠出金 納付額計

⑤900

29年度概算保険料額 29年度
確定額

充当

収支(①+②-③-④-⑤)

収支累計(=事務組合保管額)

50,400

①委託事業場からの領収額(労働保険料)

②委託事業場からの領収額(一般拠出金)

③委託事業場への還付額

④国への労働保険料納付額

⑤国への一般拠出金納付額

50,400
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エ 期別保険料の流れ（収入＝支出） 

期別 保管額

Ａ社から 6,000 + 7,000 + 400

確定不足 Ｂ社から 6,000 + 6,000 + 300 国に納付 1,500 + 16,000 + 900

1期 Ｃ社から 100 Ｃ社に還付 3,000

拠出金 Ｄ社から 100 E社に還付 1,500

Ａ社から 7,000

2期 Ｂ社から 6,000

D社から 1,000

Ａ社から 7,000

3期 Ｂ社から 6,000

D社から 2,000

累計 0

事業場からの徴収額（収入） 納付額+還付額（支出）

25,900 22,900 3,000

14,000 16,000 1,000

国に納付の際、

足りない2,000円は

保管額から支出

54,900 54,900

15,000 16,000 0

国に納付の際、

足りない1,000円は

保管額から支出

 

オ 滞納事業場があった場合の事務処理 

(ア) 納期限における各期別の滞納事業場の把握（領収書、徴収及び納付簿等で確認）。 

(イ) 各期別納付額から上記エの滞納額を差し引いて納期限までに国へ納付。 

(ウ) 労働保険料等滞納事業場報告書の作成・提出（提出期限厳守）。 

(エ) 早期に滞納事業場の解消に努めること。 

 

（例）Ｂ社が１期で３，１００円（１期3,000円＋一般拠出金100円）を滞納した場合（上記アによる

納付額の算定） 

不足・１期 17,500円 － 3,000円 ＝ 14,500円 納付

一般拠出金 900円 － 100円 ＝ 800円 納付

     期別納付額から滞納額
     を差し引いて国へ納付

 

 

カ 保険料等の徴収・納付及び保管に関する留意事項 

委託事業場から入金された保険料等は、全て労働保険料等の専用口座（各労働保険保険番号ご

との口座が望ましい）に預託しておき、納付または還付目的以外に引き出してはなりません。 

また、納期限前に事業場より受領した保険料等は納期限までに、納期限後に受領した保険料等

は直ちに国へ納付しなければなりません。 

      なお、保険料等の立替納付は絶対に行わないようお願いします
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

。 
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（２）労働保険料等の内部処理モデル（滞納充当処理）
　　

   ア 各委託事業所からの個々の領収額

1期 2期 3期 1期 2期 3期 (29確定額)

13,000 7,000 7,000
(+6,000)

12,000 6,000 6,000
(+6,000)

0 1,000 2,000
(▲2,000) (▲1,000)

0 0 0
(▲1,000) (▲1,000) (▲1,000)

25,000 14,000 15,000

   イ 申告額と国へ納付が必要な額

1期 2期 3期 1期 2期 3期 (29確定額)

17,500 16,000 16,000
(+1,500)

↑1期納期に納付

   ウ 事務組合保管額の状況

1期 2期 3期

25,000 14,000 15,000

900

0

17,500 16,000 16,000

900

7,500 ▲2,000 ▲1,000

4,500

収支(①+②-③-④-⑤)

※滞納充当処理のため国へ納付しなければならない額

①委託事業場からの領収額(労働保険料)

②委託事業場からの領収額(一般拠出金)

③委託事業場への還付額

納付額計

④国への労働保険料納付額

⑤国への一般拠出金納付額

17,500 17,500 17,500

29年度概算総額
29確定

17,500 17,500 17,500

②900

労働保険料 一般
拠出金

充当

③0

3,000 3,000 3,000

2,500 2,500
滞納
2,500

4,000 4,000 4,000

3,000 3,000
滞納
3,000

事業場

労働保険料
還付

一般
拠出金 領収額計29年度概算保険料額 29年度

確定額
充当 不足

30年度徴収額（概算総額+確定差額）

A社
15,000

21,000 6,000
概算21,000＋不足6,000

5,000 5,000 5,000
0 400 27,400

B社
12,000

18,000 6,000
概算18,000＋不足6,000

0 300 24,300

C社
9,000

6,000 3,000 H30.3.31委託解除
3,000

滞納充当処理
（国へ納付）

100 100

D社
9,000

6,000 3,000
概算6,000－充当3,000

0 100 3,100

E社
7,500

3,000 4,500
概算3,000－充当3,000

④49,500
概算48,000＋不足1,500

1,500
滞納充当処理

（国へ納付）
0 0

計
52,500

54,000 10,500 12,000

①54,000
概算48,000＋不足12,000－充当6,000

54,900

不足

⑤900 50,400

30年度納付額（概算総額+確定差額）

組全体

52,500
54,000 0 1,500

国と事務組合の確定精算、申告済概算保険料総額と確定保険料総額との差し引きで行います。
そのために、下記の図にあるC社・E社の充当額 7,500円（3,000円＋4,500円）のように、C社と
E社に滞納があってもないものとして計算し、事務組合として国へ納付すべき確定不足額を減じ
ています（もしくは概算保険料に充当しています）。
よってその減じた分（充当した分）だけ事務組合の内部保管額に残ることになりますので、

内部保管金とせず国へ納付（滞納保険料へ充当）しなければなりません（滞納充当処理の納付
責任は事務組合にあります）。

 

 

 



 60 

エ 期別保険料の流れ（収入＝支出） 

期別 保管額

Ａ社から 6,000 + 7,000 + 400 国に納付 1,500 + 16,000 + 900

確定不足 Ｂ社から 6,000 + 6,000 + 300

1期 Ｃ社から 100 3,000

拠出金 Ｄ社から 100 1,500

Ａ社から 7,000

2期 Ｂ社から 6,000

Ｄ社から 1,000

Ａ社から 7,000

3期 Ｂ社から 6,000

Ｄ社から 2,000

累計 0

事業場からの徴収額（収入） 納付額+還付額（支出）

25,900 22,900

※滞納充当も国へ納付のこと

3,000Ｃ社滞納充当処理

Ｅ社滞納充当処理

14,000 16,000 1,000

国に納付の際、

足りない2,000円は

保管額から支出

0

国に納付の際、

足りない1,000円は

保管額から支出

54,900 54,900

15,000 16,000

 

  オ 滞納充当処理 

次の（ア）～（ウ）すべてに該当する場合に滞納充当処理が必要となります。 

(ア) 前年度概算保険料に滞納がある。 

(イ) 年度更新確定精算時に充当になる。      前頁の表ではＣ社とＥ社が該当 

(ウ) (イ)の充当額が今年度概算総額より多い。 

※滞納充当処理額＝確定精算時の充当額－今期概算総額 

 

● Ｃ社の場合

（ア）２９年度３期で3,000円の滞納 滞納がなければ3,000円の還付になるが、

（イ）年更時で3,000円の充当 滞納があるため２９年度３期へ3,000円の

（ウ）3,000円の充当額が３０年度概算額０円より多い 滞納充当処理（国への納付）が必要

● Ｅ社の場合 ３０年度概算に3,000円充当しても1,500円が余る。

（ア）２９年度３期で2,500円の滞納 滞納がなければ1,500円の還付になるが、

（イ）年更時で4,500円の充当 滞納があるため２９年度３期へ1,500円の

（ウ）4,500円の充当額が３０年度概算額3,000円より多い 滞納充当処理（国への納付）が必要

 

 

※前年度概算保険料１期～３期に滞納があり、滞納充当処理を納付する場合は、３期から納付するこ

とになります（３期→２期→１期）。 

なお、納付の際には納付書に「枝○○番滞納充当処理」と表示してください。 
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(３)「労働保険料等滞納事業場報告書」について 

各納期限において、労働保険料等を滞納している事業場がある場合は、「労働保険料等滞納事

業場報告書」（組様式第９号、以下「滞納事業場報告書」という。）を提出することにより、滞納

の内訳を把握し、それに基づき督促等を行います。よって、提出漏れや金額誤りがあると正しい

督促ができません。また、徴収決定額に対して未済額があるにも関わらず、滞納報告のなされて

いない未済分については事務組合自体が滞納しているものとして処理し、督促及び延滞金の納付

責任（滞納処分等）は、当該事務組合に課されます。 

ア 提出期限 

納期限から15日以内の指定した期限内に提出してください。

提出内容 提出期限

7/24頃

※口座振替納付制度利用の場合

9/20頃

概算２期保険料

～9/30までの訂正報告にかかる保険料

概算３期保険料

～12/28までの訂正報告にかかる保険料

～3/31までの訂正報告にかかる保険料 4/14頃

概算１期保険料・確定不足・一般拠出金

11/28頃

2/28頃

 

イ 提出先 

北海道労働局 労働保険徴収課 収納第二係 （全ての末尾分） 

 

ウ 留意事項 

（ア）「確定不足保険料」、「概算（第１期、第２期、第３期）保険料」、「一般拠出金」、「再

確定保険料」等は、それぞれ別葉にて作成してください。 

（イ）同報告書は、必ず法定納期日現在で作成してください。 

（ウ）同報告書作成の際には、枝番号順に記入してください。 

（エ）同報告書作成後、提出までの間に保険料を納付した場合は、右欄の「納付状況」欄に

納付月日、納入額等を記入してください。また、「労働保険料等納入事業場報告書」

にも記載及び報告が必要となりますので、ご注意願います。 

（オ）同報告書提出の際、必ず検算願います。 

    

※年度更新の結果、前年度からの充当により事務組合全体で納付すべき保険料がない場

合でも、各期において滞納している委託事業場がある場合は、滞納事業場報告書の提出

が必要です。なお、委託事業場から領収した滞納保険料は、事務組合保管額となります

が、納入事業場報告書の提出が必要です。 

 

 

 

－ ＝
納期限までに納付
した各期納付額

国に対する各期
納付額

各期の滞納事業場報
告書の合計額

※事務組合控に受付印が必要な場合は、返信用封筒を同封願います。 
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 (４)「労働保険料等滞納事業場報告書」記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代表

者印 

代表

者印 

確定不足、概算１期、一般拠出金

はそれぞれ別葉かつ枝番号順に作

成してください。 

 

凡例欄を参照し、記載してください。 

 

代表

者印 

北海道 

○0 

北海道 

○0 
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(５)「労働保険料等納入事業場報告書」について 

国へ納付された保険料等の納付目的を把握し、正しい期別収納先への収納を行うため、「労働

保険料等納入事業場報告書」（組様式第１０号、以下「納入事業場報告書」という。）の提出が必

要となります。「滞納事業場報告書」で報告した事業場のうち、その後納付したものについて、

１ヶ月分をとりまとめ、翌月１０日までに報告してください。 

※一般拠出金、追徴金についても同様に報告してください。 

ア 提出先 

北海道労働局 労働保険徴収課 収納第二係 （全ての末尾分） 

 

イ 留意事項 

(ア) 「徴定年度」、「徴定区分」欄は、それぞれ徴収決定された年度及び区分を記入し

てください。 

(イ) 「年月日」欄は、労働保険料等を金融機関に納付した年月日を記入してください。 

(ウ) 「保険料等」欄は、金融機関に納付した労働保険料等の額を記入してください。 

(エ) 「滞納額」欄は納付後の滞納残額を記入してください。 

(オ) 「納付場所」欄は、金融機関（支店名まで）を記入してください。 

(カ) 滞納充当処理による納付の場合は、「備考」欄に「滞納充当処理」と記入してくだ

さい。 

(キ) 事業廃止等により、滞納事業場の概算減額訂正報告を行い、それにより滞納保険

料が減額される場合も、納入事業場報告書が必要です。その際は、「備考」欄に「概

算減額訂正」と記入してください。 

(６) 「労働保険料等納入事業場報告書」記載例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○○    △△△ ×××× 

0 1 3 2 4 9 3 0 0 0 0 

７  ○○ △△ ×× 

○○○ △△△△ 

札幌市北区北○条西○丁目 

労働保険事務組合 △△協同組合 

会長 ×× ×× 

7 

 

北海道 

７ ○○ △△ ×× 

３０５６ ０ 

7 

 

７ ○○ △△ ×× 

１１５３４ １７７００ 

概算減額訂正 

7 

 

○○銀行 △△支店 

○○銀行 △△支店 

○○銀行 △△支店 

７ ○○ △△ ×× 

４４９１９ １１８０００ 

滞納充当処理 

今回納付した額 

残りの滞納額 

１か月分を取りまとめ、翌月

１０日までに提出する。 

減額訂正・滞納充当

の場合は記載する。 

代表

者印 ７ ○○ △△ 

0 0 1 

○○ 

２１ 

0 1 4 

 

 

○○ 

２２ 

0 2 6 

 

 

○○ 

２３ 

※事務組合控に受付印が必要な場合は、返信用封筒を同封願います。 
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(７) 委託事業場に対する労働保険料等の滞納整理について 

労働保険料等が滞納となった委託事業場に対しては、直ちにその理由を把握し、遅くとも

督促状の指定納期限までに完納となるよう納入督励を実施してください。 

また、督促状の指定納期限経過後も滞納となる委託事業場に対しては、具体的な納入計画

を聴取し、早期に延滞金を含めて完納となるよう履行状況を見ながら的確な相談・指導を行

ってください。その経過を「滞納事業場処理事跡票」（以下「事跡票」という）に簡潔に整理

しておいてください。 

なお、滞納事業場に対する相談・指導を行うに当たり、事務組合だけでは対応に苦慮する

事業場（保険料等を徴収することが困難な事業場）については、あらかじめ北海道労働局に

ご連絡ください。 

さらに、下記アに該当する滞納事業場については、必ず「労働保険料等滞納金納入誓約書」

（以下「納入誓約書」という）を徴し、「事跡票」と併せ下記ウの期日までに北海道労働局へ

提出してください。 

 対象事業場 

(ア)確定保険料の申告（年度更新）時に、過年度の労働保険料等の滞納がある委託事業場 

(イ)委託解除時に労働保険料等の滞納がある委託事業場 

※「賃金等の報告」等で確定保険料を算定し、「概算訂正報告」と併せて北海道労働局  

に提出するとともに、委託解除届を管轄の労働基準監督署または公共職業安定所に

提出してください。また、事業廃止のときは雇用保険適用事業所廃止届等を管轄の

公共職業安定所に提出してください。 

イ 提出書類 

「事跡票」については写しを、「納入誓約書」については事業主から徴した正本（副本は

事業場に返戻）を提出してください。したがって、事務組合には「事跡票」の原本と「納

入誓約書」の写しが残ることとなります。 

ウ 提出期日 

(ア)上記アの（ア）の該当滞納事業場分 

毎年９月末日まで。 

(イ)上記アの（イ）の該当滞納事業場分 

事象発生の都度、速やかに。 

エ「事跡票」、「納入誓約書」の作成・提出 

(ア)「事跡票」は滞納となっている原因や督励等の記録を委託事業場毎に残しておくこと

で、担当者の交替時の事務引継や北海道労働局による監査・指導時の説明が容易とな

ります。徴収困難となって最終的に北海道労働局に引き継ぐ際には、事業主との接触

経過がわかるよう必ず作成してください。 

(イ)「納入誓約書」は、労働保険料徴収権の消滅時効を中断し、債権の保全を図るととも

に事業主に滞納額がいくら残っているかを認識させ、計画的な納付を履行させるため

のものです。 

(ウ)納付中断等で誓約内容が現状と相違したときは随時、新たな滞納（年度更新による新

保険料の滞納、延滞金の発生等）が増えたときは、年度更新後の早い時期に作成して

提出してください。 
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オ「事跡票」作成上の留意事項 

(ア)「事業所名」欄は、有限会社、株式会社を含め正式名称を記入してください。 

(イ)「事跡票」裏面の「事跡」欄には、事業場との対応経過を記入してください。 

(ウ)「領収日」欄には、事務組合が国へ労働保険料等を納付した日付を記入してください。 

(エ)「納入誓約書受理状況」欄には、受理年月日を記入してください。 

(オ)「滞納に至った理由」欄は、該当項目を○で囲んでください。 

(カ)事務組合に残った「事跡票」等については引き続き保管し、滞納事業場に対する納入

督励等に活用するとともに、対応状況等を継続して記入しておいてください。 

※ 「事跡票」及び「納入誓約書」の様式については、北海道労働局のホームページ

よりダウンロードを行いご使用ください。 

◎ 掲載場所 

トップページ＞お役立ち情報「法令・様式集」＞様式集「様式ダウンロードコ

ーナーその２」＞労働保険関係＞労働保険事務組合関係の（滞納整理関係） 

 

 

お問い合わせ先 

  北海道労働局総務部労働保険徴収課収納第二係 

   ℡ ０１１－７０９－２３１１ 内線３６２９ または ３６３０ 
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(８)「滞納事業場処理事跡票」記載例 

 

管轄 0 1 3 2 4 9 3 0 0 0 0 － 9 9 9

011－709-0000

金額（円）

（左記以外の連絡先等）

30.1.11

0124-999999-9適用事業所番号

廃止年月日

29.11.21

認
決
区
分

徴
定
年
度

-

収
納
区
分

－

－

－

－

－

30.2.14

29.11.14
30.1.31

46,666

46,666

21

22

23
30.3.29

29

29

1,00046,668

内入10,000（29.11.30）　内入10,000（29.12.26）　内入10,000（30.1.24）

残36,666　　　　　　　　　残26,666　　　　　　　　　残16,666

内入（減額）　　領収日
残

金 額 領収日

追 徴 金保 険 料

領収日
保険料内入

29.11.21

納入誓約書等受理状況

延 滞 金

金 額 領収日

29

－

－

－

－

29.7.10
29.11.17

－

－

－

－

督促期限

納期限

基幹番号札幌北

有限会社　○△印刷

（〒060－8566）

北海道△△協同組合

・工事代金等未収金の発生

社労士名（事務組合名）

電話 011-×××-○○○○

滞納に至った理由

・受注量の減少
・天災・人災等事故
・放漫経営・過剰投資等
・その他

札幌市北区北8条西2丁目1-1

電話○△　　××

滞 納 事 業 場 処 理 事 跡 票

（〒　　　－　　　　）

電話

事業所名

所 在 地

事業主名

事 業 所

 

月　日 事 跡 対応者 月　日 事 跡 対応者

29.7.20 　事業所へ電話督励。社長在社。～今回、平成２９年度第一期保険 □　□ とになるが、早期に納付する様督励したところ、１１月２１日に

料が未納となっている理由を聞いたところ、予定していた契約が相 来てほしいとの申し出あり。

手の都合によりキャンセルとなり資金繰りが厳しい。近いうちには 29.11.21 　事業所訪問。社長対応。～概算１期分４６，６６８円領収。 □　□

目途がつくので来月２５日までには支払うとのこと。 別途延滞金について請求があることを説明するとともに、すでに

　すでに法定納期を経過していることから、延滞金について説明。 第２期分の納期が経過していることから、今後の納付見込みを相談

29.8.21 　事業所へ電話督励。社長在社。～今月の納付見込みを問うも、先 □　□ したところ、年内は今夏からの影響により資金的に厳しい状況が続

月の売り上げ減少の影響で今月も厳しい。今、イベントのポスター くと思われることから、毎月１万円ずつの分割納付をお願いしたい

作製などの仕事を受注したので９月になれば納入できるとのこと。 とのことなので、納入誓約書作成受理した。

　翌月改めて電話する旨伝える。 ※受理した納入誓約書は、１１月２１日労働局へ提出済。

29.9.20 　事業所へ電話督励。社長在社。～今月の納付見込みを聞いたとこ □　□ 29.12.26 　労働局より延滞金納付書到着。事業所へ請求書送付。 □　□

ろ、一部売上金に未回収があり、従業員に支払う給与の工面で精一

杯のため１０月まで待ってほしいとのこと。

　１１月には第二期分の法定納期があり、さらに納付が遅れれば、 ○○。○○。○○ 先方と委託解除について合意したことから、委託解除及び労働保 □　□

二期分に併せて一期分も納付することになるため、支払いが大変に 険料清算関係書類を送付し、必要事項を記入・押印ご返送いただ

なること。さらに、延滞金について改めて説明を行い、翌月改めて くこととした。

電話する旨伝えた。 ○○。○○。○○ 委託解除等の書類の返送がないため電話したが応答なし。 □　□

29.10.17 　事業所へ訪問督励。社長在社。～今月の納付見込みを聞いたとこ □　□ ○○。○○。○○ 委託解除等の書類の返送がないため電話したが応答なし。 □　□

ろ、売上金の入金が２５日なので、その際、事務所を訪問し納付す ○○。○○。○○ 委託解除等の書類の返送がないため電話したところ「現在使われ □　□

るとの申し出あり。 ておりません」のメッセージが流れたことから、先方を訪問したが

29.10.26 　事業所へ電話督励。社長は体調不良のため入院しているとのこと □　□ すでに空き家になっていた。

なので、改めて電話する旨伝えた。 事業主との連絡が取れない状況になったことから、事務組合規定に

29.11.7 　事業所へ訪問督励。社長在社。～10.25に来訪・納付がなかった □　□ 基づき事務処理を行うこととする。

理由を問うと、他の支払先が複数あり、それらを済ませているうち ○○。○○。○○ 長期間連絡が取れないため、内容証明郵便にて期日までに連絡する □　□

に訪問する時間が無くなった。また、その後、体調を崩し入院して よう文書送付。

しまったとのこと。 ○○。○○。○○ 送付文書が「あて所に尋ねあたりません」として返送されたた □　□

　今般、労働局から督促状が届いたので社長のところに送付するこ め、弊所にて委託解除手続きを行うこととした。 □　□

(委託解除の場合）
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(９)延滞金について 

ア 延滞金の徴収 

延滞金は、次の（ア）から（ウ）のすべてに該当する場合、労働保険料、一般拠出金の額につき年１

４．６％の割合で、納期限の翌日から完納又は財産差押えの日の前日までの日数について延滞金が課せ

られます。 

また、延滞金を軽減する法律の改正により、平成２２年１月１日以降に納期限が到来した労働保険料

等に係る延滞金を計算する際には、納期限の翌日から２月を経過する日までの期間は、年７．３％の割

合または特例基準割合（※1）のうち低いほうの割合で計算されます。 

さらに、平成２７年１月１日以降の延滞金を計算する際には、年１４．６％の割合にあっては特例基

準割合（※2）に年７．３％の割合を加算した割合とし、納期限の翌日から２月を経過する日までの期

間は、特例基準割合（※2）（当該加算した割合が年７．３％の割合を超える場合には、年７．３%の割

合）で計算されます。 

（ア）歳入徴収官から督促状が発せられたとき。 

（イ）督促状により指定された期限までに労働保険料（一般拠出金）が全額納付されなかったとき。 

（ウ）労働保険料（一般拠出金）が１，０００円以上であるとき。 

※計算において、労働保険料の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てて計算をしま

す。 

※計算した結果、延滞金の額が１００円未満であるときは、徴収されません。 

※法令の規定に定める年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの割合とすることにな

っています。 

 延滞金は、速やかに委託事業場から領収して国へ納付してください。 

また、委託事業場より保険料等が督促状指定期限前に入金されているにも関わらず、国への納付遅延

等により延滞金が課せられた場合、事務組合の責任として納付していただく場合（徴収法第３５条第２

項）がありますので、早期納付をお願いします。 

なお、保険料等と延滞金を同時に納付する場合は、納付書は別葉としてください。 

※１ 特例基準割合とは 

各年の前年の11月30日を経過するときにおける日本銀行法第15条第1項第1号の規定により定められる商業手形の基準割引

率に年4％の割合を加算した率をいいます。 

平成22年1月から平成22年12月までの率については4.3％になります。 

平成23年1月から平成23年12月までの率については4.3％になります。 

平成24年1月から平成24年12月までの率については4.3％になります。 

平成25年1月から平成25年12月までの率については4.3％になります。 

平成26年1月から平成26年12月までの率については4.3％になります。 

 ※２ 特例基準割合とは 

各年の前々年の 10 月から前年の 9 月までの各月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の合計を 12 で除して得た割合と

して各年の前年の12月15日までに財務大臣が告示する割合に、年1％の割合を加算した割合をいいます。 

平成 27年 1月から平成 28年 12月までの率については年14.6％の割合にあっては9.1％、年 7.3％の割合にあっては2.8％に

なります。 

平成 29年 1月から平成 29年 12月までの率については年14.6％の割合にあっては9.0％、年 7.3％の割合にあっては2.7％に

なります。 

平成30年1月以降の率については、年14.6％の割合にあっては8.9％、年7.3％の割合にあっては2.6％になります。 
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イ 延滞金の計算方法（納期限が平成21年 12月 31日以前） 

＊ × ＝ － ①

× ≒ － ②

× ≒ － ③

× ≒ － ④

＊ ①＋②＋③＋④＝ 74,840 + 18,224 + 9,000＋1,097 ＝

100円未満切り捨て

 45
365

100,000(円)

100,000(円)

14.6
100

9.1
100

 731
365

納付日

100,000円

9.0
100

100,000(円) × 1,097（円）

 365
365

8.9
100

103,100（円） 延滞金 103,100円

×

74,840（円）

保険料

18,224（円）

 1871
365

×

103,161（円）

【例１】 滞納保険料（21年度第2期分）100,000円を平成30年2月15日に納付した場合

21.11.16 22.1.8 22.1.25 30.2.15

9.0%適用
365日

（29.1.1～
29.12.31）

8.9%適用
(30.1.1改正）

45日（30.1.1～
30.2.14）

14.6%適用
1871日

（21.11.17～
26.12.31）

9.1%適用
731日

（27.1.1～
28.12.31）

100,000(円) × 9,000（円）

◆◆◆ ◆

納期限 督促状発送 督促状指定期限
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ウ 延滞金の計算方法（納期限が平成22年 1月 1日～平成26年 10月 31日） 

督促状発送

＊ × ≒ － ①

＊ × ＝ － ②

＊ × ＝ － ③

＊ × ≒ － ④

＊ × ≒ － ⑤

＊ × ≒ － ⑥

＊

100円未満切り捨て

 45
365

50,000(円) × 548（円）

①+②+③+④+⑤+⑥　＝　730 + 4,480 + 8,302 +　4,961+　4,500+　548＝　23,521（円）

23,500（円） 延滞金 23,500円

100,000(円)

100,000(円)

保険料

9.1
100

 333
365

4.3
100

50,000(円)

8.9
100

滞納保険料（26年度第1期分）100,000円を平成27年11月30日に一部納付（50,000円）し、平成30年2月15日に残
額を納付した場合

100,000円

【例2】

100,000(円) ×

30.2.15

730（円）×

4,480（円）
 112
365

26.11.14

◆

督促状

指定期限

8.9%適用
（30.1.1改

正）
45日

（30.1.1～
30.2.14）

26.10.31

◆

納付日

27.11.30

4,500（円）

×

 62
365

8,302（円）

9.0
100

14.6
100

26.7.10

9.1%適用
398日

（27.11.30
～

28.12.31）

 365
365

50,000(円) ×

×

4,961（円）

50,000円

9.1
100

 398
365

◆

納付日

50,000円

9.0%適用
365日

（29.1.1～
29.12.31）

◆

納期限

4.3%適用
62日

（26.7.11～
26.9.10）

14.6%適用
112日

（26.9.11～
26.12.31）

9.1%適用
333日

（27.1.1～
27.11.29）

◆
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エ 延滞金の計算方法（納期限が平成26年 11月 1日～平成26年 12月 31日） 

＊ × ≒ － ①

＊ × ≒ － ②

＊ × ≒ － ③

＊ × ≒ － ④

＊ × ≒ － ⑤

＊

100円未満切り捨て

9,000（円）

9.1
100

9.0
100

 365
365

100,000(円)

納付日

2.8
100

納期限 督促状発送 督促状指定期限

◆

28,900円

 47
365

×100,000(円)

100,000(円)

保険料

107（円）

4.3
100

 731
365

18,224（円）

28,900（円）

100,000円

100,000(円) ×

◆

 14
365

×

553（円）

延滞金

①+②+③+④+⑤　＝　553 +  107　+ 　18,224 +　9,000　+　1,097　＝　28,981（円）

【例3】 滞納保険料（26年度第２期分）100,000円を平成30年2月15日に納付した場合

26.11.14 27.1.7 27.1.23 30.2.15

4.3%適用
47日

（26.11.15
～

26.12.31）

2.8%適用
14日

（27.1.1～
27.1.14）

9.1%適用
731日

（27.1.1～
28.12.31）

8.9%適用
（30.1.1改

正）
45日

（30.1.1～
30.2.14）

9.0%適用
365日

（29.1.1～
29.12.31）

8.9
100

 45
365

100,000(円) × 1,097（円）

×

◆ ◆
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オ 延滞金の計算方法（納期限が平成27年 1月 1日～以降） 

29.1.31 29.11.30

督促状発送 督促状指定期限

＊ × ≒ － ①

＊ × ≒ － ②

＊ × ＝ － ③

＊ × ＝ － ④

＊ × ≒ － ⑤

＊

100円未満切り捨て

2.7%適用
13日

（29.1.1～
29.1.13）

8.9%適用
（30.1.1改

正)
41日

（30.1.1～
30.2.10）

2.7
100

 13
365

100,000(円) × 96（円）

◆ ◆◆

納付日

50,000円

 32
365

納付日

 320
365

×

9,200円9,200（円） 延滞金

100,000円保険料

7,890（円）

394（円）

2.8
100

499（円）

368（円）

50,000(円) ×

9.0
100

×
 48
365

28.11.14 30.2.11

8.9
100

 41
365

50,000(円) ×

100,000(円)

100,000(円)

50,000円

29.1.16

【例4】

納期限

①+ ②+ ③+ ④+ ⑤ ＝ 368 +96+ 7,890+ 394+ 499 ＝ 9,247（円）

滞納保険料（28年度第2期分）100,000円を平成29年11月30日に一部納付（50,000円）し、平成30年2月11日に残
額を納付した場合

◆◆

2.8%適用
48日

（28.11.14
～

28.12.31）

9.0%適用
320日

（29.1.14～
29.11.29）

9.0%適用
32日

（29.11.30
～

29.12.31）

9.0
100

 

 

 

＊ × ≒ － ①

＊ × ≒ － ②

＊ ① ② ＝ ＝

100円未満切り捨て

1,541（円）

420（円）

100,000(円)

2.6
100

 59
365

×

1,500（円） 延滞金 1,500円

100,000(円)

保険料 100,000円＋ 420 ＋ 1,121

8.9
100

 46
365

×

◆

1,121（円）

納付日督促状発送 督促状指定期限

◆◆ ◆

納期限

8.9%適用（30.1.1改正)
46日（30.4.15～30.5.30）

2.6%適用（30.1.1改正）
59日（30.2.15～30.4.14）

【例5】

30.2.14 30.3.15 30.3.29 30.5.31

滞納保険料（29年度第３期分）100,000円を平成30年5月31日に納付した場合
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(１０)納付書について 

納付書の記入にあたっての留意事項 

(ア)  使用する納付書は間違えないよう注意してください。 

安定所所掌分（末尾０～３）・・・・・藤 色 
監督署所掌分（末尾４～８）・・・・・黒 色 

(イ)  科目（保険料・一般拠出金・追徴金・延滞金）・年度・期別ごとに 1 枚ずつ作成し
てください（同じ科目・年度・期別であれば複数の事業場分でも、それぞれ枝番号と
金額を記入して、1枚の納付書でまとめて納入して差し支えありません）。 

(ウ)  前年度概算保険料１期～３期に滞納があり、滞納充当処理として納付する場合は、
３期から順に納付します。（３期→２期→１期）納付の際には、住所・氏名欄の下部
余白に「枝○○滞納充当処理」を記載してください。 

(エ)  種別３０８２０～２（納付額欄が分かれていない様式）で一般拠出金を納付する場

合は、住所、氏名欄の下部余白に一般拠出金である旨記入してください。 

 

 

納付書の記入例（種別３０８２０の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 金額欄以外は訂正可能です。訂正箇所を横線で抹消し、正しい内容を訂正箇所のそばに記入してく

ださい。訂正印は不要です。 

 

 

金額の訂正はできません。また、金

額の前にＹマークをつけてくださ

い。 

枝番号の記入はメリット事業場（個

別管理も含む）の場合のみ記入して

ください。 

滞納保険料、概算増額、再確定増額及び概算減額時における一般拠出金に係

る納付については納入事業場の枝番号と金額を記入し、両端下部を少し空け

てください。 

－ 
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【参考資料】 

有機溶剤（特別有機溶剤を含む） 

 

   アセトン 

   イソブチルアルコール 

   イソプロピルアルコール 

   イソペンチルアルコール（別名 イソアミルアルコール） 

   エチルエーテル 

  エチルベンゼン等 

   エチレングリコールモノエチルエーテル（別名 セロソルブ） 

   エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート（別名 セロソルブアセテート） 

   エチレングリコールモノ-ノルマル-ブチルエーテル（別名 ブチルセロソルブ） 

   エチレングリコールモノメチルエーテル（別名 メチルセロソルブ） 

   オルト‐ジクロルベンゼン 

  キシレン 

   クレゾール 

   クロルベンゼン 

  クロロホルム 

  酢酸イソブチル 

   酢酸イソプロピル 

   酢酸イソペンチル（別名 酢酸イソアミル） 

   酢酸エチル 

   酢酸ノルマル-ブチル 

   酢酸ノルマル-プロピル 

   酢酸ノルマル-ペンチル（別名 酢酸ノルマル-アミル） 

   酢酸メチル 

   四塩化炭素 

シクロヘキサノール 

   シクロヘキサノン 

１，４‐ジオキサン 

ジクロルメタン（別名 二塩化メチレン） 

  １，２‐ジクロルエタン 

   １，２‐ジクロルエチレン（別名 二塩化アセチレン） 

  １，２‐ジクロロプロパン等 

   Ｎ，Ｎ‐ジメチルホルムアミド 

  スチレン 

  テトラクロルエチレン（別名 パークロルエチレン） 

  １，１，２，２‐テトラクロルエタン（別名 四塩化アセチレン） 

   テトラヒドロフラン 

  １，１，１‐トリクロルエタン 

  トリクロルエチレン 

   トルエン 

   二硫化炭素 

   ノルマルヘキサン 

   １‐ブタノール 

   ２‐ブタノール 

   メタノール 

  メチルイソブチルケトン 

   メチルエチルケトン 

   メチルシクロヘキサノール 

   メチルシクロヘキサノン 

   メチル-ノルマル-ブチルケトン 

   ガソリン 

   コールタールナフサ（ソルベントナフサを含む。） 

   石油エーテル 

   石油ナフサ 

   石油ベンジン 

   テレビン油 

   ミネラルスピリツト（ミネラルシンナー、ペトロリウムスピリツト、ホワイトスピリツト及びミネラルターペンを含む。）  

   前各号に掲げる物のみから成る混合物 
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身体に振動を与える業務（振動工具） 

昭和５２年５月２８日付け基発第３０７号記の２ 

 

振動業務の範囲について 

本認定基準の適用の対象となる「振動業務」とは、次に掲げる振動工具（圧搾空気を動力源とし、

又は内燃機関、電動モーター等の動力により駆動される工具で身体局所に著しい振動を与えるものに

限る）を取り扱う業務をいう。 

(１) さく岩機 

(２) チッピングハンマー 

(３) 鋲打機 

(４) コーキングハンマー 

(５) ハンドハンマー 

(６) ベビーハンマー 

(７) コンクリートブレーカー 

(８) スケーリングハンマー 

(９) サンドハンマー 

(10) チェンソー 

(11) ブッシュクリーナー 

(12) エンジンカッター 

(13) 携帯用木材皮はぎ機 

(14) 携帯用タイタンパー 

(15) 携帯用研削盤 

(16) スイング研削盤 

(17) 卓上用研削盤 

(18) 床上用研削盤 

(19) (1)から(18)までに掲げる振動工具と類似の振動を身体局所に与えると認められる工具 

 

昭和５２年５月２８日付け事務連絡第２３号記の２の（１） 

 

 振動業務の範囲について 

 本認定基準の適用の対象となる振動業務の範囲が明らかにされており、取り扱う振動工具が例示さ

れているが、これら以外の振動工具として解説の２の(19)に該当するものには、例えば、次に掲げる

ものなどがある（商品名で示したものが含まれている）。 

 ストーパー、シンカー、ジェットタガネ、オートケレン、スーパーチゼル、ペーピングブレーカー、

フラックスチッパ、エアーチッパ、アングルグラインダー、コンクリートバイブレーター、インパ

クトレンチ（ナットランナ）、バイブレーションシャー（ハンドシャー又はニブラー）、バイブレー

ションドリル、電動ハンマー、オービタルサンダー 
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特別加入期間の算定について 

 

１ 新たに特別加入者となった者の特別加入期間の算定 

 申請の承認年月日 特別加入期間の算定 

特別加入申請書 

（様式第３４号の ７） 

（様式第３４号の１０） 

（様式第３４号の１１） 

申請の翌日から起算して３

０日の範囲内において加入申

請者が加入を希望する日。 

「承認月日」の属する月より算定。 

ただし、海外派遣者が「承認月日」

以降に派遣される場合は、その派遣期

間の初日の属する月より算定。 

特別加入に関する変更届 

（様式第３４号の ８） 

（様式第３４号の１２） 

届出の日の翌日から起算し

て３０日の範囲内において届

出を行う者が変更を希望する

日。 

「承認月日」の属する月より算定。 

ただし、新たに特別加入者になった

者の「異動年月日」が承認内容の変更

決定があった日以降であるものについ

ては、当該「異動年月日」の属する月

より算定。 

 

 

 

２ 特別加入者に該当しなくなった者の特別加入期間の算定 

 申請の承認年月日 特別加入期間の算定 

特別加入脱退申請書 

（様式第３４号の ８） 

（様式第３４号の１２） 

脱退申請の日から起算して

３０日の範囲内において脱退

申請者が脱退を希望する日。当

該承認の日の翌日に特別加入

者たる地位が消滅するものと

して取り扱う。 

「脱退申請の日」の属する月まで算定。 

 

特別加入に関する変更届 

（様式第３４号の ８） 

（様式第３４号の１２） 

 
 特別加入者でなくなった者の「異動

年月日」の属する月まで算定。 

 



 76 

特別加入関係書類チェックリスト ～中小事業主・一人親方等用～    

特別加入関係書類作成時等にご活用ください。       

<共 通> 

1. 申請及び届出の様式は「新様式」であるか。(H27.1以降新様式で統一)※厚生労働省のホーム

ページの「ダウンロード（OCR）様式」を印刷し使用。 

2. 「氏名のフリガナ」、「生年月日」が記載されているか。 

3. 「労働者の所定労働時間及び休憩時間」が記載されているか。(第二種特別加入者「一人親

方・特定作業従事者」の場合は記載不要) 

4. 業務内容欄に「事業主の立場で行う業務内容」が記載されていないか。(例・経営全般、役

員会への出席等の記載は不可) 

5. 「末尾番号」と「業務内容」が一致しているか。(例・建設の一括有期事業（末尾５）で、「事

務所業務」が含まれている場合は、事務所の保険関係（末尾６）が成立し得ないものか確認の上、

「労働者なく末尾６成立なし」と記載) 

6. 「特定業務の有無」が記載されているか。( 例・業務内容が「塗装工事」で特定業務に該当し

ない場合はその理由を余白に記入する。「水性塗料のみ、有機溶剤使用無し」) 

7. 「給付基礎日額」が記載されているか。(設定されていない日額でないか) 

 

 

 

1. 第一種特別加入者(中小事業主等)の場合は、事業主と事業主が行う事業に従事する労働者

以外の者が「包括加入」しているか。(特別加入要件を満たす者は全員加入が必要) 

2. 第一種特別加入者(中小事業主等)の加入申請書の特別加入予定者欄に「事業主の氏名」が

書かれていない場合は「理由書」が添付されているか。(「理由書」の様式は北海道労働局ホ

ームページの「事務組合担当者のしおり」の最終ページに掲載) 

3. 「特別加入を希望する日」が監督署の受付日の翌日から起算して「３０日以内の日」とな

っているか。(「特別加入を希望する日」が「加入承認年月日」となる。)  

例・平成２７年４月１日付新規成立の保険関係成立届と特別加入申請書を「４月１日」に監督署に

提出した場合、特別加入を希望する日は早くても翌日の「４月２日」となる。 

 

1. 主たる農業者が「特定農作業従事者」として加入する場合、「年間総販売額が３００万円

以上」又は「耕地面積が２ｈａ以上」の加入要件を確認できる証明書が添付されているか。 

2. 脱退理由が地位の自動消滅事案に該当し、その日まで脱退日を遡及する場合には余白に理

由が記載されているか。また、確認書類が添付されているか。 

 「死亡」の場合は戸籍謄本、新聞や市町村広報誌のお悔み欄の写し等 

 「役員でなくなった」場合は定款、登記簿の写し等 

 「一人親方等の団体の構成員でなくなった」場合は団体の脱退証明書等 

 「事業に従事しなくなった(離職)」場合は就労先の保険証・証明書の写し等 

 

<加入申請書>～ 
様式第34号の7 特別加入申請書（中小事業主） 

様式第34号の10 特別加入申請書（一人親方等） 

<変更届・脱退申請書> 

～様式第34号の8 

特別加入に関する変更届 

（中小事業主及び一人親方等） 
特別加入脱退申請書 
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3. 一部脱退の場合「異動年月日」が記載されているか。(「異動年月日」が「脱退承認年月日」

となる) 

4. 第二種特別加入(一人親方等、特定作業従事者)の事業主証明は「特別加入団体の代表者」と

なっているか。(事務組合代表者の証明ではない) 

5. 第二種特別加入者(一人親方等、特定作業従事者)は、余白に「整理番号」が記載されている

か。(過去の届出や名簿との突合時に必要) 

6. 裏面の「事務組合の名称」及び「電話番号」欄が記載されているか。 

7. 表面の余白に「事務組合の名称及び住所」のゴム印が押印されているか。(承認等通知書の

発送作業時に必要となりますのでご協力願います。) 

8. 提出書類の種類は正しいか。(主な事例は次のとおり) 

 第一種特別加入者（中小等特別加入者）が新規に包括加入する場合は「加入申請書」 

 追加で加入・一部脱退する場合は「変更届」※ 

 全員が脱退・最後の１名が脱退する場合は「脱退申請書」※ 

※様式第34号の8において、該当する方を○で囲ってください。 

9.  委託解除の場合は「委託解除届」の提出のみで「脱退申請書」の提出は不要。(特別加入者

の地位も自動消滅するため。) 

 

<給付基礎日額変更申請書>～特様式第2号 

1. 事前申請の場合は事前申請期間(３月２日から３月３１日まで）内に監督署で受付されて

いるか。 

2. 事後申請の場合は年度更新期間(６月１日から７月１０日まで) 内に監督署で受付されて

いるか。 

3. 表面の余白に「事務組合の名称及び住所」のゴム印が押印されているか。(承認等通知書の

発送作業時に必要となりますのでご協力願います) 

 

<申告書内訳に特別加入の異動を記載した場合> 

「年度更新」「概算増額・減額訂正報告」「再確定増額・減額訂正報告」の申告書内訳に特

別加入者の異動(加入、脱退)を記載した場合、併せて「特別加入申請書、変更届、脱退申請

書」を提出しているか。(申告書内訳で変更できるのは、第一種特別加入者の給付基礎日額(事後

申請)のみで、加入、脱退する場合は申請書等を提出し承認を受ける必要あり) 

 

<委託換え時に特別加入を継続希望する場合> 

1. 旧事務組合の委託解除日の翌日に新事務組合に委託換えし、引き続き特別加入を継続希望

する場合には、旧委託事務組合の「委託解除通知書（写）」を保険関係成立届(事務処理委託

届)に添付し提出しているか。(委託解除届でなく、委託解除通知書) 

2. 保険関係成立届(事務処理委託届)の余白に「委託換え、特別加入継続希望」と記載している

か。 
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（別紙） 

 

 

理 由 書 
 

 

平成   年   月   日 

 

 

北海道労働局長 殿 

 

 

事業主の住所               

 

事業主の氏名             印 

（法人その他の団体であるときはその名称及び代表者の氏名）  

 

 

私は、下記の理由により、特別加入の申請に係る事業について就業の実態がないため、 

特別加入者としないことを希望します。 

なお、特別加入対象から除外されることにより、特別加入者でなくなった日以降に発生 

した事故について、労災保険給付を受けられないことについては承知しました。 

 

 

記 

 

 

 

 

 


